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平成19年第５回太子町議会定例会（第410回町議会）会議録（第３日） 

平成19年12月10日 

午 前 10 時 開議 

                 議  事  日  程          

１ 一般質問 

                本日の会議に付した事件 

１ 一般質問 

会議に出席した議員                 

  １番   井 川 芳 昭         ２番   清 原 良 典 

  ３番   中 島 貞 次         ４番   上 山 隆 弘 

  ５番   服 部 千 秋         ６番   長谷川 原 司 

  ７番   井 村 淳 子         ８番   中 井 政 喜 

  ９番   嶋 澤 達 也        １０番   花 畑 奈知子 

 １１番   熊 谷 直 行        １２番   上 田 富 夫 

 １３番   村 田 興 亞        １４番   桜 井 公 晴 

 １５番   橋 本 恭 子        １６番   北 川 嘉 明 

会議に欠席した議員 

   な   し 

会議に出席した事務局職員 

 局     長  山 本 修 三     書     記  木 村 和 義 

 書     記  西 田 美智子 

説明のため出席した者の職氏名 

 町     長  首 藤 正 弘     副  町  長  八 幡 儀 則 

 教  育  長  圓 尾 哲 一     総 務 部 長  佐々木 正 人 

 生活福祉部長  丸 尾   満     経済建設部長  冨 岡 慎 一 

 教 育 次 長  塚 原 二 良     財 政 課 長  香 田 大 然 

        ━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━        

   （開議 午前９時59分） 

○議長（北川嘉明） おはようございます。 

 平成19年第５回太子町議会定例会におそろ

いでご出席いただき、ありがとうございま

す。 

 ただいまの出席議員は16名です。定足数に

達していますので、ただいまから平成19年第

５回太子町議会定例会を再開します。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手許に配りましたと

おりです。 

 これから日程に入ります。 

  ～～～～～～～～～～～～～～～ 

  日程第１ 一般質問 

○議長（北川嘉明） 日程第１、一般質問を

行います。 

 引き続き一般質問を続行します。 

 質問されます議員諸君に申し上げます。 

 質問は一問一答方式で行います。質問、答

弁が終わるまで一般質問席でお願いします。 

 なお、念のため申し添えますが、質問、答

弁は簡潔明快にお願いします。 

 さらに、今期定例会では時間制により質問

を行うこととなっておりますので、よろしく

お願いします。 

 順番に発言を許します。 

 まず、９番嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 おはようございます。 

 通告に従いまして、９番嶋澤達也、一般質

問を行いますので、よろしくお願いします。 
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 まず、通告の内容の１番から、入札実績一

覧表についてということでお尋ねいたします

が、先の委員会等で資料をいただきました、

これですね、19年８月９日、総務常任委員会

における追加資料から基づいてお尋ねいたし

ます。 

 ずうっと中身見ましたら、ここで約９割等

が90％以上の落札率なんですね。物によりま

したら100％というのもあるんですね。もう

63％とか65％等はごくまれな入札ですね。も

う100％、再度言いますが、このそれぞれの

事情があろうかと思いますが、100％という

ので入札ということではもう普通一般的には

考えられないと。それと、もうほとんど見ま

したら98とか96、97％ですね、等があるとい

うことは、果たしてこれが入札の本当の効果

というんですか、実績。というのは、普通考

えても、もうほとんど分かってる金額で、ほ

んの微々たるその数字で業者同士が応札をし

ているというように思いますがですね。簡単

に尋ねまして、これで入札と言えるでしょう

か。一般的な考えですよ。私は、もう不自然

だというふうに思うわけです。100％なんか

もう大体おかしいですね。入札で100％とい

うたらあり得ますか。これは現実にあるんで

すけど。それこそ、近隣市町の過去の入札率

等の落札率というんですか、それを聞きまし

たら、大体80から85％ぐらいと違うかな。そ

れ以外は、63％というのは業界で言う業者同

士のたたき合いというふうな言葉がね。当局

の方はたたき合いという言葉はご存じないと

思いますが、そんなことを私は聞いておりま

す。これについて行政として、これが太子町

の落札率として正常かどうかというふうに思

うんですが、それについてまずはお尋ねしま

す。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） まず、通告では落札

率等についてというようなことで簡単にご質

問いただいておりますので、分析等をしてな

いというようなことをまず申し上げたいと思

います。 

 まず、平成19年度の落札率は19件、いわゆ

る19年７月末でいきますと19件で、平均が

84.7％となっております。 

 それから、18年度につきましては、すべて

で42件で、85.5％。 

 それから、17年度につきましては、トータ

ル83件で、92.4％という平均落札率でござい

ます。 

 まず、第１点目の100％ということについ

てのお尋ねでございますが、これも議員、資

料に出ておりますとおり２件ございますが、

やはり入札に当たっては金額的には100万円

単位、あるいは小さいものでは10万円単位と

いうような入札が、いわゆる札を入れられま

す。その中で確かに100％ということは２件

出ておりますが、これについては私どももな

ぜこうなったかというのは、やはり応札され

る方々のところでのたまたま偶然一致したよ

うな地点がこの２件については生じてると。

件数的にはもちろんまれでございまして、先

ほど申し上げましたように17年度では80何件

でございますので、トータル的に件数ちょっ

とそれは入れてませんけど、百数十件の中で

の２件でそういう事態が起きているというこ

とは、これ事実としてありますので、これが

望ましいかどうかというのは、これはたまた

まいわゆる予定価格の金額といいますか、一

緒になったということでございます。 

 それから、入札というのが大体入札効果が

あるんかというようなことでございますが、

もちろん建設業者さんの競争の中で入札は行

われているというふうに思っておりますの

で、入札することによってやっぱり競争原理

は働いてるというふうに思っております。 

 それから、本来80から85ぐらいではないか

というようなこともおっしゃったんですが、

そういったその数字が、80から85が適正かど

うかということも、予定価格の金額といいま

すか、それをセットすることによっても違う

と思いますので、そういったところ、私ども

も安い方がいいんです。町といたしまして

は、どうしてもいいものを安く納めていただ
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くということが、これは個人的にでもそうだ

と思うんで、物を買う場合に安くていい物を

望むのは当然のことでございますので、そう

いうことを望んでおりますが、やはり最低制

限価格と予定価格の中での競争をされた結果

というふうに私どもは受けとめております。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 副町長のご答弁は、本来一

番行政として正しい姿勢の答弁をいただきま

したが、これ平均ということで、84と85にな

っておりまして、このぐらいがいいんじゃな

いかという僕も発言しましたが、これ極端に

言うたら20何％というやつもあるんですよ

ね、26.7％。そういうふうな計算したら、た

だパーセントが落ちるだけであって、大体見

たら98とか90％以上ということが、97.7％と

かね。というのは、こういうことには、本来

入札で結果はこういうことなったということ

で、これはごく自然だと思うんですが、やは

りここ近年、談合、それからそういう、元中

井助役、名前出しては、もう当然新聞紙上で

も出てるので名前出しますが、その当の方の

逮捕されたとか、そういう悪いうわさという

より、いや、うわさじゃなしに、実績等があ

るんですね。やはりその辺のことも考慮しま

したら、大体90％以上というのはもう本当に

業界の言葉で言えば談合とかそういうなこと

の、もう見え見えやないかというようなうわ

さ等もありますんで、こういうことについて

は本当にその90％以上、偶然なったというふ

うには思うんですが、その点についてもうち

ょっとですね。この平均でやったらもう絶対

これは極端に安いやつがありますから、それ

は平均率、率が落ちるのは当たり前であっ

て、これずうっと私は印いきましたら、ほと

んどというぐらい90％以上なんですね。それ

がどうかというより、もう少しこの入札の落

札率を下げるような工夫をして少しでも、何

も業者さんの方をいじめるというんじゃなし

に、業者としては当然適正な利益あった公共

事業ですから、手抜きなしに妥当な仕事をし

てもらわないけませんので、それぞれのもう

利益のある、またそれなりの応札をしてくる

ということは当然ですが、そういう談合及び

漏えいとか、そういうなんはありますんで、

その点について心配するわけです。再度また

要らんうわさが立って、警察等のご厄介にな

るようなことがあったら、これ太子町にとっ

ても不名誉ですので、こういうことを十分に

お気をつけていただきたいと。 

 ただそれと、これも余分なことかも分かり

ませんが、上太田の瓦れき処分場等、仕事が

出る前、発注するまでに業者が僕とこ自分と

こに仕事させてくれと言って回りに回ってる

ことも、町民の方が何であそこのおっさん、

あそこの社長が自分が仕事とりたいために走

り回っとるんじゃというようなことも、必ず

これもありますから、うわさじゃなしに、や

っぱりそういうことを見てる人がおりますか

ら、議員さん、あんなことしてええんかいな

というふうなことも私どもには問い合わせと

いうんですか忠告をされることがありますん

で、その辺のこともやっぱり談合とかなれ合

いとかというふうなことがあってはいけませ

んので、あえてそれを言うわけですが、その

辺の注意というんですか警戒というんです

か、その辺の秘密漏えいを守るというんです

か、そういうな感覚はちょっと太子町とし

て、前の事件の後、なお一層気を引き締めて

やってもらわなあかんのですけど、ごく最近

の話ですが、上太田の処分場の件でも、ある

社長が自分とこで仕事をさせというなことで

走り回ってるというなことを耳にしますと、

またかいなというふうなことを心配しますの

で、あえてこの本席で尋ねてるわけなんです

よ。その点について、どこまで考慮しとられ

るかというんか、警戒というたらおかしいで

すけど、業者に対しても注意をするとかとい

うなことを当局としてどこまでやっとられる

か、再度お尋ねします。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） まず、前回といいま

すか、ああいった事件起きまして、これにつ
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いては町長からの厳しい訓示もございますの

で、職員は十分そういうことを認識して職務

に取り組んでいるというふうに私は思ってお

りますし、私個人においても、ああいう事件

が二度と起こらないように、自分の身として

は常にきれいにということを心がけていると

ころでございます。 

 例えば90％以上が多いではないかというよ

うなご指摘もございますが、やはり建設業者

さんの場合も、議員、ちょうど嶋澤議員がい

らっしゃらないときかもしれませんが、最低

制限価格の公表、現在もいたしております

が、それをした時点でいっときやはりくじと

いいますか、最低制限価格がずらっと並んだ

ときが実はありました。１年ほどたったらす

ぐに今度は逆に、ある程度の経験を踏まえた

中だと思うんですが、最低制限をやはり公表

しておりますので、大体予定価格を類推され

る状況にもあるというようなところで、高い

ところに推移したような気もいたしておりま

す。それはそういう状況、これは建設業者さ

んの方でそれぞれ思いといいますか、その中

での今先ほど申し上げましたが、予定価格と

最低制限価格の中での勝負といいますか、業

者側からいうと、その勝負の中でより高いと

ころでとりたいという思いというのは、それ

は当然だと思います、利益としては。その結

果ということが一部高い率にあるのではない

かというふうにも考えてるところでございま

すが、先ほど具体的に例えば上太田瓦れき処

分場の件で申されましたが、ある業者さんと

いうことで議員のお耳に入ってるような状況

を今お聞きいたしましたが、私個人といいま

すか、私にはそういったことも聞いたことも

ございませんし。ただ、営業活動としてやは

りその業者さんが多分そこの関係のところで

過去取り組んだとか、その関係の免許を持っ

てるということになれば、当然自分とこに声

はかかるであろうというような状況からの、

やっぱり営業活動というのは当然企業として

はされるんではないかというふうに思います

ので、それを私ども職員がそれに流されるこ

となくやはりきっちりと対応するということ

が職員として必要ではないかというふうには

考えます。したがいまして、営業活動そのも

のを建設業者さんがされる中で、私どもがそ

れに流されることなく対応するということ

が、先ほど申し上げましたように大事ではな

いかというふうに考えるところでございま

す。適正な利益ということのこともおっしゃ

いましたが、当然最低制限価格というのはも

うほとんど利益のないといいますか、これだ

けの材料費とかいろんなことの中で出ており

ますので、そういう本当に安いといいます

か、そういうものですれば企業として成り立

たなくなる可能性もございます。したがいま

して、その最低制限価格と予定価格の中で仕

事をしていただくというんか、応札にしてい

ただくというのが私どもは願っているところ

でございまして、先ほども申し上げましたよ

うに、安くていいものを太子町としては望ん

でいるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 それはよろしくお願いして

ですね。ただ、やはりこの仕事、発注そのも

のを少しでも落札率が下がれば、当然余剰金

というんですか予算が浮いてきますので、そ

れをまたそれなりの効果のある使い方ができ

るだろうと思います。 

 それと、予算全体としてもう少し少ないと

いうんですか、金額で見積もりして予算をつ

くっておくということによってですね。た

だ、きのうも学校関係の質問等もありました

が、土木のこの仕事以外、もう何か言えば予

算がないですね。学校関係でももう予算がな

いないで、もうちょっとしたことの子供に対

する配慮ですか、そういうなことでも、少な

くとも学校関係者に聞いたら、役場へ言うて

も予算がない言うて断られるんだと、後回し

やというふうなことなんですね。これは現実

ですよ。私が自分で確かめに行って確認とっ

とりますからね。もう嫌ほど教育委員会に言

うのは頼むのは怖いんか知らんけど、学校関
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係者はもう本当にそういうな遠慮というんで

すか、そういうな現実があります。それはひ

いては、これからの太子町を担う子供たちの

ためにそういうとこで予算を削られたらです

ね。いっとき、これ昔の話ですけど、鳥とか

ウサギというな子供は飼っておりましたよ

ね、飼育しておりまして、そのときに先生に

尋ねたら、えさ代削られるんや言うんで、そ

んなばかなことあるかいと。今は鳥は飼育し

てませんけど、情操教育にとっては絶対必要

なことなんですよね。その予算まで削るとい

うこと。というのは、弱い者にしわ寄せが来

ているということですから、少なくともこち

らの土木関係というんですか、こういうな入

札等の節約をするという工夫をして、もう少

し予算の配分を考えるべきでないかというこ

とを私は言いたいので今回こういう質問をし

ましたし、それについては90％以上というの

は、これはちょっと親方日の丸でないかとい

うような感じがしますので、ほんであえて質

問いたしました。予算の配分もちょっと考え

てもらいたいという根拠のために尋ねており

ます。 

 次に行きます。 

 旧環境センターの跡地について、これにつ

いては過去いろいろと質問したり委員会等で

とかいろんなとこで尋ねておりますが、一向

にガレージ何個貸し付けてるだけだというふ

うなことで、当然その金額でと言っておりま

すが、再度お尋ねします。旧環境センターの

今現在使用している土地、建物、あれだけ、

焼却炉だけ、あれはもう別として、何平米あ

ります。平米単価何ぼで貸してます。 

 それと、もう少し、ガレージを４つ貸して

るというんだけじゃなしに、やはり契約を見

直して、そのかわりガレージ以外の、トタン

で塀をしてますね、あの土地、外からは見え

ませんけど、あれあのまま更地ですか。それ

はちょっと外から見えませんので、その辺の

ことも考慮して契約を見直してはどうかとい

うことと、それからなぜかといいますと、外

から見える範囲で通ったとこ見ております

が、ガレージは中身は何に使おうと結構です

けれど、自動車入れてませんね。というの

は、車庫名目で貸すというふうなことでやっ

てますけれど、それだったら倉庫として貸す

べきではないかと。それと、周りの広いとこ

で車洗うと、それから先の委員会だったかな

んかの答弁で、車の出入りのために前の広場

要りますというな言葉は聞いておりますけ

ど、それは当たり前ですよ。ところが、そこ

の広場の利用してるというなことは、現実を

見れば当然おかしいですよね。もうそれこそ

親方日の丸でその業者に貸してるということ

ですから、やはりもっと、たとえ少額といえ

ども、やはり妥当な賃料をいただくというの

が本来の姿勢でないかと思うんですよ。だか

ら、あえて聞きます。何平米で、あと土地全

部で、ガレージ何個で、それで契約を幾ら金

額で貸し付けているかと、あえて再度聞きま

す。 

○議長（北川嘉明） 財政課長。 

○財政課長（香田大然） お答えをいたしま

す。 

 今現在予算を組んどりますのは、車庫が１

万円で４区画、それから高圧洗浄機が１台、

ちょっと今金額覚えてないですけども、

3,000円の12カ月で貸しております。 

 それから、せんだっても議会からご指摘を

受けまして、作業する場所、それからゴルフ

場に隣接した、環境センターからいいますと

西側の土地、それと焼却炉の周りでも作業し

ておりますので、その辺のところを来年度か

ら貸し付けるようにというご指摘も、貸し付

けるようにていいますか、賃料をいただきな

さいというご指摘を受けておりますので、そ

のとおりに事を運びたいと思っております。 

 それから、ちょっと今手許に資料持ってお

りませんが、環境センター全体では5,000平

米を超えていたと思います。そのことにつき

まして、11月の下旬に借り主の方と現場立会

をいたしまして、この部分は賃料いただきま

す、この部分は賃料いただきますというふう

に現場立会をしてきたところでございます。
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したがいまして、たとえ本当に、もうおっし

ゃるとおりでございまして、少しの収入にで

もつながるんであれば来年度予算から反映し

たいというふうに担当課としては考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 前向きな姿勢でやっていた

だいてることではご苦労さまです。 

 ただ、私は、今の過去４万円であんだけの

広いところをある業者に貸してるということ

自体は優遇というんですか、そういうな思い

がもうどうしてもしますんで、あえてもうひ

つこいようですけど、本席で最終的に締めく

くりの質問をします。今後、まあ。 

 ということと、それからゴルフ場の下の土

地、あれはもうあのまま、外から見えません

ので、有効に業者さんに使うていただいたら

管理等がしやすいと思いますし、実際現地を

もう見られたということですから、あれを全

体をうまく利用していただいて、少しでも収

入のあることの努力をしていただくというこ

とをお願いしておきます。 

 それから次に、会計システムの構築につい

て、会計システムの構築とルールづくりが必

要と思う、先の議会で質問いたしましたが、

私の資料では、こういう自治省から地方公会

計制度改革についてというのをたまたまちょ

っとちょうだいしまして、こういうのは当然

自治省があれしてますんで、中身を見れば何

年何月までにしなさい、何々しなさい、して

いきなさいというなことがずっと書いてある

んですよ。相当枚数が多いんで、たったこれ

だけを見せておきます。これだけ自治省が会

計について企業会計並みにしていくというこ

とというふうなこと、全部その指導が入って

ると思うんですよ。先の議会でも尋ねたと

き、そういう方向で進んでますという部長の

答弁でしたが、今現在どこまで進んで、どう

いうふうになってるか、再度お尋ねいたしま

す。 

○議長（北川嘉明） 財政課長。 

○財政課長（香田大然） 今、嶋澤議員お見

せになった資料は当然私どもも総務省の方か

ら来ております。 

 それから、ご質問の趣旨は、会計システム

の構築とルールづくりはどこまで進んでいる

かというご質問でございまして、お答えをい

たします。 

 県主催の研修会があるわけですが、本格的

になりましたのが公会計システム研修会とい

うことで、これは県の財団法人兵庫県自治協

会、担当課は兵庫県市町振興課財政係でござ

いますけれども、いよいよ本格的な研修会が

始まりました。 

 それで、内容を申しますと、第１回目が

11月16日から始まりまして、合計、今後の予

定が平成21年度の４月から８月の間までの

間、16回の予定されております。講師は大手

監査法人の公認会計士によるものでございま

す。その中で、中身は、貸借対照表、それか

ら行政コスト計算書、資金収支計算書、純資

産計算変動書といった、地方公共団体、一般

会計だけではなしに特別会計も含めた連結ベ

ースの財務諸表４表をつくるべく、先ほど申

し上げました研修に私ども財政課の職員が２

名参加いたしておるところでございます。 

 それから、前にも嶋澤議員からご指摘いた

だいたんですが、複式簿記、現在役所の方は

現金主義でございますけれども、それをこう

いったような先ほど申しました財務諸表４表

をつくるに当たっては複式簿記が当たり前の

世界でございますんで、そういうことをこの

研修会で職員が学んでくるといったような、

今ただいまの現在はそういうところでござい

ます。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 そういう研修会に参加され

た、またこれからも研修等があろうかと思い

ますが、今２名参加してるということです

が、やはり参加してきた後、ほかの者という

んですか、一人でも多くこういうなん勉強す

るべきでないかと思いますし、それとやはり

時代の流れといいましょうか、大福帳では困
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りますので、やはり町の会計といえども企業

並みに帳簿をつくって、将来また過去いろい

ろな検討する、また予算を立てるとか、いろ

んなことに必要で、企業等はどんな企業であ

ってもこれ以上の会計で今成り立ってるのが

現状ですし現実ですし、またそうしていかな

ければいけませんしね。 

 それと、研修だけじゃなしに、地域の太子

町のもう本当に地域の実情を知っておられる

経理関係者等も含めて、いろいろと参考に懇

談会というんですか、そういうなことでもし

て、一日も早く前向きな姿勢で取り組んでい

ただくのが太子町のためになるんではないか

と思いますんでね。ただ、こちらの方の今公

認会計士等の先生の研修等もあるということ

をおっしゃってますけれど、やはりそれはあ

くまでも雲の上の人というんですか、やっぱ

りもっと太子町の現実を余りご存じないと思

うんで、やはりもう地域密着した方にいろい

ろな意見等、ざっくばらんな研修会というん

ですか、のも必要かと思いますが、その点に

ついてはいかがですか。 

○議長（北川嘉明） 財政課長。 

○財政課長（香田大然） おっしゃることは

理解できますけれども、統一のルールによる

県下全域の研修会ということでございますん

で、私どもとしては県主催のそういった研修

で内容を理解していくのが一番の早道ではな

いかというふうに理解しております。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 課長の返事はそれで分かり

ますが、統一というのは当然かと思います

が、やはり井の中のカワズであってはいけま

せんので、そういうなことをまたいろいろ心

広く聞いてというんか勉強して損することな

いと思いますんで、一日も早くこういう会

計、国の流れちゅうんを、時代の流れという

んですか、もうやはりそれに沿って、前向き

な姿勢で取り組んでいただくことを要望して

おきます。 

 それからその次、町長の日程についてとい

うことで、町長の日程の情報を公開すべきで

ないかということですが、町長もお忙しいと

いうことをよく聞いておりますが、当然忙し

いと、忙しいというより公の人ですから、も

う自分の時間はないと言っても過言でないと

いうことは重々理解しておりますが、ただ私

ども議員としましてはやはりもう少し町長に

接する機会というんですかがあって、町長自

身がどういうお考えで、どういう方向で、太

子町をよくするためにご尽力いただいている

かというなことを世間話と言おうか、そうい

う時間がもう少し必要ではないかということ

がまず１点と、それと町長自身も本当に太子

町のトップですし代表する方ですから、町民

の方にも、私はこんな日程をこなしてますと

かね。町長室というのなかなか入りにくいと

いうのが現実ですから、やはりもう少しオー

プンにされてはいかがですかということをま

ずお尋ねします。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 町長の日程の情

報公開ということでございますが、これは先

日の上田議員さんの方からのご質問にもあり

ましたように、現在においては公務スケジュ

ールの公表については考えてはおりません。

各一般住民や自治会長との面会等も企画調整

課の政策課の方におきまして調整をさせてい

ただいた中で現時点では支障がなかったとい

うことでございます。しかしながら、先ほど

のオープンとかいろいろございますが、議会

運営上の関係によりまして、そういった公務

スケジュールが必要な場合は事前に連絡をい

ただければ調整をさせていただきまして、で

きるだけそういう情報の公開というんです

か、そういったものをさせていただきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 嶋澤達也議員。 

○嶋澤達也議員 太子町を代表する町長です

から。ただ、私どもも議会も人数は多いです

けど、選挙で町民の方から選ばれたとりあえ

ず代表ですから。それぞれの票が違いますか

ら、そんなこと代表とも大きなことは言いま
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せんが、議員になった以上は町民の代表であ

り、その辺を町長のお考え等をもっとざっく

ばらんに世間話に近いような感覚でもう少し

懇談する時間があった方がいいなあというふ

うに私は思います。かみしも脱いでそういう

座談会があっても、議員と町長とで懇談会と

いうんですか、そういうなんあってもいいか

なあと思うのが私の希望です。 

 それぞれの代表者がそれぞれの意見で、当

然議員は、町長の反対派じゃないですけれ

ど、やはりすべて何でもはい係では議会の役

目を果たしませんので、それなりの議員とし

ての要望とか、また発言をしてるつもりです

が、採決に当たりましてはすべて反対派や

で、あいつは町長の反対派やというて町民の

方からレッテルを張られておりますが、決し

てそうではない。やはり反対するべきとこは

議員として反対してるというふうな姿勢を私

は貫いてるはずですが、決してこれだけは言

っておきます。何、町長の反対派で、町長を

邪魔する議員で、ごじゃな議員ではございま

せんので、その点よろしくお願いしまして一

般質問終わります。 

○議長（北川嘉明） 以上で９番嶋澤達也議

員の一般質問は終わりました。 

 次、７番井村淳子議員。 

○井村淳子議員 失礼いたします。 

 ７番公明党井村淳子、通告に従いまして一

般質問をさせていただきます。 

 最初に、がん対策についての質問をいたし

ます。 

 現在、日本では年間102万人の方が亡くな

り、そのうち約３分の１に当たる32万人強の

人ががんで亡くなっております。その数字は

どんどん増えて、近い将来２人に１人はがん

で亡くなる時代が来ると言われております。 

 日本は、平均寿命の伸びに伴い世界有数の

がん大国になりました。しかし、がん医療に

関しては、地域間格差、病院間格差、どこに

住んでいるか、またどの病院で受診するかで

受けられるがんの治療の内容とレベルの格差

があり、よい治療をしてくれる病院、医師を

探してさまようがん難民と言われるほど、満

足な情報を得ることも困難で、安心して相談

できる窓口も不十分です。 

 がん治療には早期発見、早期治療が不可欠

でございます。これまで太子町では町ぐるみ

健診等の取り組みにより啓発し、受診を呼び

かけてきておりますが、太子町における18年

度のがん検診受診率は21.2％と、２割の人し

か受けてないような現状であります。 

 公明党の推進で昨年成立した、がん対策基

本法が平成19年４月１日から施行されまし

た。その中で、地方公共団体の責務につい

て、基本理念にのっとり、がん対策に関し、

国と連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、

その地域の特性に応じた施策を策定し及び実

施するとしており、また国民の責務について

も、喫煙、食生活、運動、その他の生活習慣

が健康に及ぼす影響等がんに関する正しい知

識を持ち、がんの予防に必要な注意を払うよ

う努めるとともに、必要に応じがん検診を受

けるよう努めなければならないとしておりま

す。このがん対策基本法を受け、兵庫県でも

平成９年から取り組んでいる新ひょうご対が

ん戦略会議に諮問をし、現在がん対策推進計

画の策定が進められているところでありま

す。 

 そこで質問ですが、１、がん予防に対する

町の施策、また取り組み状況はいかがでしょ

うか。２、がん検診の質の向上に対する取り

組みについてはいかがでしょうか。３、乳が

ん受診率の現状と今後の取り組みについて、

以上３点を質問いたします。 

○議長（北川嘉明） 生活福祉部長。 

○生活福祉部長（丸尾 満） ただいまのご

質問につきましてお答えを申し上げたいと思

います。 

 まず、１点目のがん予防に対する町の施

策、取り組みの状況のお尋ねでございます

が、今先ほど議員が言われましたように、こ

の１次予防的なものとしましては、食育を含

めました生活習慣の改善、それから喫煙対策

といったことが挙げられておりまして、具体
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には健康教育という大きな項目の中で各種講

座、あるいはウオーキング教室等々を行って

おるというところでございます。そして、一

番主体になっておりますのは、この２次予防

と言われております検診、がん検診でござい

ます。これも現在は町の任意事業と、任意の

事業という位置づけでございますけれども、

前の法律に従って現在もこの検診については

実施をいたしておるところでございます。何

置きましてもこの受診率が大きな要素でござ

いまして、その取り組みでございますが、こ

れまでも常任委員会等でたびたびご指摘を受

け、またお答えをしてまいった内容でござい

ますけれども、やはりこのがんに対する早期

発見、早期治療の大切さということを広く周

知をして、いろんなまた機会を通してその検

診、受診を勧奨するといったところで推移を

してきておるところでございます。 

 ２点目でございますが、検診の質の向上と

いうことでございます。基本法にもうたって

あるんですが、本町といたしましても質の向

上といいますと、手法の改良とかといった面

にはなかなか関与といいますか、ができにく

いわけでございまして、最新の検診機器、ま

た高度な技術を持っておられるそういった検

診機関に委託、お願いをしておるというとこ

ろでございまして、やはり国の主導のもとで

がんの早期発見の手法の改良、また開発、研

究といった分野に大いに我々は期待をしてお

るところでございまして、そういった情報の

もとにこういった高度な機器、技術でもって

検診をしていきたいというふうに思っておる

ところでございます。 

 それから、３点目でございますが、がんの

受診率の現状でございます。もう既に18年度

の統計資料等は今議員さんもお知りだと思う

んですが、この乳がんに関しましては18年

度、県の方へは地域保健、老人保健の事業報

告という形で382人、15.8％という数字でも

って報告をいたしておるところでございま

す。この数字がどうかということなんです

が、この報告につきましては、俗に言います

会社等の職域での受診の数というのは含まれ

ておらないという内容でございますので、そ

れらも含めての感じですと、今言いました

15.8というよりも高い率になってくるわけで

すが、やはり欧米等と比較をいたしますとま

だまだ低うございます。国の方はこの基本計

画の中でも向こう10年で受診率50％以上とい

う目標数値を掲げておるところからも申しま

して、今後やはりただ地方自治体だけではな

し、もう国も初め国民、それからましてマス

メディア、いろんなあわせての取り組みは必

要であろうというふうに思っております。受

診率の向上に向けてなお一層ＰＲに努めてい

きたいというふうに考えておるところでござ

います。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 

○井村淳子議員 今お答えいただきましたけ

れども、私もこの太子町の衛生統計をずうっ

と14年度の分から家にございますので、いろ

いろ調べてみました。太子町の死亡者は平成

14年から18年の５年間で1,122人の方ががん

で亡くなられて、人数は347人と、死亡原因

の１位を占めておりました。これは全体の３

割が悪性腫瘍、がんで亡くなられているとい

うことです。早期発見、早期治療につながる

健康診査の受診率を高める体制づくりがさら

に必要でございます。先ほども福祉部長言わ

れてましたけれども、受診率を高める体制づ

くりをやっぱりさらにこれからもっともっと

つくっていかなくてはならないのではないか

と思います。 

 18年度の衛生統計、先ほど乳がんの検診で

は385人で15.8％だと言われたのは私の手許

にはないんですけれども、18年度の衛生統計

年鑑からちょっと私は資料見てますので、そ

れでさせてもらいますけれども、このがんの

受診率ていうのが、胃がん、大腸がん、前立

腺がん、大体20％台をいっております。大

体、毎年このような感じで。肺がんについて

は、地域巡回の検診があることも関係してい

るのかもしれませんけれども、受診率は
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43.2％とかなり高い受診率をいっておりま

す。子宮がんとか乳がん検診は、いろんなレ

ディース検診とか、そういう受けやすい体制

ということで考えていただいておりますが、

まだまだ低いのが現状であります。がん検診

では、がんによる死亡率を減らすためには、

少なくとも対象人口の60％受診する必要があ

ると言われております。町でも目標を掲げて

取り組むことが大事ですけれども、その数値

については今触れられておりませんが、また

その数値についてはどういう目標を立てられ

ているのか、それについてまた再度質問いた

します。 

 それと、乳がん検診、今言われておりまし

たけれども、2012年末までに受診率50％の目

標を国は設定してきております。これについ

ても、町としてはこれ今後乳がんのこの数値

を今先ほど15.8％言われましたけれども、

18年度ではさらに低い11.1％ということであ

りました。16年以前の視触診、視診、触診で

すよね、そのときよりはマンモグラフィーの

導入によりかなり受診率は、若干か、かなり

ではありませんね、若干上がっております

が、まだまだ低いのが現状であります。豊岡

の方では今の受診率が41.1％ということで、

県内でもトップであるそうであります。子宮

頸がん検診と乳がん検診をセットで受けられ

る集団検診をしたり、また受診については広

報のほか、各地区の健康づくりの組織の推進

委員とかという方がおられまして、その方に

も呼びかけてもらってかなり高い受診率を維

持しているということお聞きしております。

県では国のそういうがん対策推進計画に伴っ

て設定しておるわけでありますけれども、町

としても今後この乳がんの数値についてはど

のようにとらえておられるのか、それについ

てまたお答えください。よろしくお願いいた

します。 

○議長（北川嘉明） 生活福祉部長。 

○生活福祉部長（丸尾 満） 今、県の方で

はその法律に基づきまして、兵庫県がん対策

推進計画なるものを今ちょうどパブリックコ

メントの意見募集中でございまして、法に基

づきましてこの年度末、３月末までに計画を

策定するということになっております。 

 今、本町での計画数値というお尋ねでござ

いましたんですが、この県の推進計画を受け

まして、町もそれに倣うといいますか、その

計画の線でもって推進をしていくということ

になろうかと思いますので、まだ具体の数値

的なものにつきましては県計画というのもま

だ正式にはでき上がっておりません。今、意

見募集中でございますので、それらを見て考

えたいというふうに思っておるところでござ

います。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 

○井村淳子議員 それでは、がん推進計画の

策定に伴いまして、また目標を設定していた

だきたいと思います。 

 乳がんていうのは女性が一番よくかかるが

んなんですけれども、大体この乳がんにかか

る女性は20代前半から40代後半にかけて急激

に増加していると。また、今町の検診では平

成16年以降40歳以上の方が対象となりまし

た。また、統計によれば30歳を過ぎたころか

ら発症する人がぐんと増え始めるということ

で、今テレビとか新聞等でもよく報道されて

いるところであります。住民からも対象を

16年以前の視診、触診のときのようにマンモ

グラフィーの検診を30歳からにしてほしいて

いう声も聞いておるわけですが、対象を30歳

に引き下げる考えはないか、それについてお

聞きいたします。 

○議長（北川嘉明） 生活福祉部長。 

○生活福祉部長（丸尾 満） 確かに30歳と

いう、これまでの調査の対象年齢的なものも

ございまして、住民の皆さんの中からそうい

った声が上がっておるということ、今議員さ

んの方からもおっしゃってますが、私どもも

そういった数値的なものもございますので、

これも県計画を受けての、また検討の課題と

いうことで、この場ではお答えをさせていた

だきたいというふうに思います。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 
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○井村淳子議員 じゃあ、それもあわせてよ

ろしくお願いいたします。 

 兵庫県の県立成人病センターではＰＥＴっ

ていう精度の高い診断や手術、放射線治療法

や化学療法による高度な集約的治療の提供、

またテクノにあります県立粒子線医療センタ

ーでは、最先端の治療法である陽子線治療と

炭素線治療の一般診療を順次開始するなど、

県立医療機関におけるがん医療の高度化もか

なり進んできております。また、既にがん診

療連携拠点病院に10病院が指定され、近隣で

は明石の県立がんセンター、また姫路の国

立、赤十字病院、赤穂では赤穂市民病院と、

割かし太子町の近くではそういう質の高い医

療体制が進んでおります。また、そういう環

境づくりもようやく踏み出したところであり

ますが、こういうがんに対する施策、制度に

ついてもなかなか認知度が低いので、がん検

診の必要とあわせて広くＰＲしていくことも

必要であると思います。また、忙しい人で

も、その期間に縛られるんではなしに、気軽

に受診できる健康体制の見直しや充実も考え

ていく必要があると思いますが、このＰＲと

かそういう検診体制の見直しについては今後

どういうふうに考えられるのか、またその考

えもお聞かせください。 

○議長（北川嘉明） 生活福祉部長。 

○生活福祉部長（丸尾 満） これまでも、

この受診についての受診率向上、それからそ

れに結びつく環境の整備といったところで委

員会の方でもたびたびご意見をちょうだいし

たりといったことがございまして、なかなか

決め手となるようなものというのはないわけ

でございますけれども、あらゆる機会をとら

まえてのＰＲに尽きるということであろうと

思います。また、今やっぱり国を挙げてがん

に取り組むということでございますから、本

町に限らずやはり国レベルでのマスメディア

を使ったような啓発といったようなものが効

果があるんではないかなあというふうに思っ

ておるところでございます。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 

○井村淳子議員 公明党の推進でがん対策が

これからどんどん進んでいくと思いますけれ

ども、言うまでもありませんが、がんの多く

は初期の段階では症状がない。がんによる死

亡率を下げるには、この症状のない時期に検

診することが大事であります。がん対策基本

法の施行を機に、町においても受診率向上に

積極的な取り組みをお願いしたいと思いま

す。 

 それでは、次の質問に移りたいと思いま

す。 

 次に、子供の安全確保について一般質問い

たします。 

 学校内や通学路で子供が被害者になる犯罪

が相次ぎ、子供の安全をどう守るのか、大き

な社会問題になっています。太子町のお隣の

たつの市新宮町の女児傷害事件や最近の加古

川市の女児刺殺事件も記憶に新しく、本当に

悲しい事件が周りで起こっています。 

 町においては、地域の防犯グループの協力

による学校の登下校の見守りや青色灯パトロ

ールカーでの見回り、新小学１年生への防犯

ブザー配付などいろいろな安全対策に積極的

に取り組んでいただいております。しかし、

子供自身が危険を予測し回避できる力をつけ

ることも大切であり、実践的、体験的な防犯

教育を推進していくことも重要であると考え

ます。 

 そこで、質問の本題に入ります。 

 平成13年６月に起きた大阪池田小学校の事

件を機にＣＡＰプログラムを導入する学校が

増えてきております。まず、ＣＡＰプログラ

ムについて、ご存じとは思いますが、少しだ

け説明させてください。 

 ＣＡＰと書いてキャップと言っております

が、これはチャイルド・アソルト・プリベン

チョンの頭文字をとって略しております。つ

まり訳しますと、子供への暴力を防止すると

いう意味です。もともとは1978年にアメリカ

のオハイオ州コロンバスにあるレイプ救援セ

ンターで開発され、日本では平成９年に東京

都の葛飾区の小学校で初めて導入されまし
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た。導入した反応はとても好評で、現在では

葛飾区のほとんどの小・中学校で実施してい

るようであります。 

 子供が心配だからといって大人が常にそば

についているわけにはいきません。子供たち

に何々をしてはいけませんと危険防止策を教

えるだけではなく、このＣＡＰプログラムで

は危険に遭遇したら、１、勇気を持って嫌だ

と言う、２、その場から逃げる、３、だれか

に相談することを基本にしながら、寸劇や

歌、ディスカッションなどを交えて、実際に

起こりそうな出来事を紹介し、危険への対処

の仕方を学ばせます。そして、子供たちがい

じめや痴漢、誘拐、ＤＶ、虐待、性暴力とい

ったさまざまな暴力に対し何ができるかを教

えるプログラムであります。1997年の神戸市

須磨区の連続児童殺傷事件などを機に全国の

小・中学校でも授業に取り入れるところも増

えてきております。 

 今、私たちの身近で凶悪犯罪が起きている

中、このＣＡＰプログラムを太子町も取り入

れてはどうでしょうか。よろしくお願いいた

します。 

○議長（北川嘉明） 教育次長。 

○教育次長（塚原二良） お答えをさせてい

ただきます。子供の安全確保についてでござ

います。 

 全国的に子供たちの安全を脅かす事案が後

を絶たない現状は憂慮すべきことと考えてお

ります。町内におきましても声かけ事案や電

話による個人情報の引き出しなどの発生もあ

りますので、児童・生徒に対しましてはその

都度注意喚起を行ったり、青色回転灯をつけ

た公用車によるパトロール、これは下校時間

帯などの巡視、または地域や保護者の方々に

よりますパトロールの実施など、あらゆる方

面からのご協力を得ながら発生の防止に努め

ているところでございます。 

 また、町内の学校では、たつの警察の指導

によります防犯訓練、防犯教室の実施や指導

を徹底的に行うなど、子供たちの発達段階に

応じた安全教育、防犯教育を推進し、児童・

生徒の防犯意識の向上に努めております。今

後も現在の取り組みの一層の充実を図ること

を学校に対しまして指導していきたいという

ふうに考えております。 

 したがいまして、現時点でのＣＡＰの取り

組みについては今のところでは考えておりま

せんが、内容的には一度研究してみたいとい

うふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 

○井村淳子議員 今、まだＣＡＰっていうプ

ログラムを取り入れるお考えはないと、これ

から研究していきたいということでありま

す。私もＣＡＰっていうのはどういうものか

分かりませんでしたけれども、11月５日の新

聞にも載っておりました。最近いろんなそう

いう日刊紙にも各地の取り組みということで

紹介されておりますし、期限を切ってであり

ますけれども、ＣＡＰのプログラムをすると

ころについては補助金とか何かそういうお金

を出しましょうっていう、そういう施策もい

ろんなＮＰＯ団体とか、そういう新聞社と

か、そういうところでもしておりますので、

そういうまた機会をとらえていただいて実践

化していただいたらなと思います。 

 言うまでもありませんけれども、事件とい

うのは助けてくれる大人がそばにいてないと

きに起こりやすく、児童虐待などはほとんど

事件が起きてからしかもう発見できておりま

せん。また、通学途中でも事件に巻き込まれ

るケースもやはり人目がない場所で起きてい

ます。事件が起きてからでは本当に遅いの

で、事件を未然に防ぐ力をつける、このＣＡ

Ｐプログラムの導入を検討する価値が大いに

あるのではないかと思います。 

 先ほども防犯訓練とかそういう機会を通し

て、警察の協力も得ながら子供たちに指導し

ているということでありましたけれども、こ

のＣＡＰプログラムは実践的に子供に体験さ

せる、自分もそういう劇の中に入って、お母

さんが事故に遭ったから今から病院に行くよ

って、そういう声をかけられたら子供が嫌だ
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っていうことを声を発して言う、本当に子供

自身にそういう場面を設定して、子供に体験

させて自分を守るっていう方法を身につけて

いくこのプログラムですから、若干やはりＮ

ＰＯ団体とかそういうところがしております

ので、ボランティアで教えてくれるところが

まだないんですけれども、国内では今160の

グループが普及活動をしておりまして、ほと

んどが特定非営利活動法人、ＣＡＰセンタ

ー・ＪＡＰＡＮと、これが西宮にあるわけで

すけれども、そこが支援しながら、今年の３

月までに約177万人の子供たちがもう既に学

んでおります。兵庫県内では神戸とか三田市

などにも９つのグループがあって、学校など

でも体験的に参加型講習、ワークショップと

言っておりますけれども、参加型講習を開催

されております。ほんで、これは子供だけで

はなしに、大人もかなり実践に役に立つと。

最初の発祥、先ほども言いましたけれども、

レイプのそういう被害からこういうＣＡＰっ

ていうのができたということで、大人も子供

もそういう危険な場面に遭ったときにはどう

いう対応したらいいかということが学べると

いうことで、今盛んに取り入れられておりま

す。 

 ほんで、いろいろ今の時点では難しいとい

うことではありますけれども、例えば１学年

だけ取り入れるとか、また町の出前講座の一

つにするとか、いろんな形で実験的に検討し

て、していく価値があると思うんですけれど

も、少しずつ取り入れていくようなそういう

考えはないでしょうか。今んとこ取り入れる

考えはないと言われてましたらなかなか実

践、実施するまでにはかなり時間がかかって

きますので、一歩踏み出すということで何か

そういう１学年だけでもやってみようってい

う考えは今のところないでしょうか、お聞き

いたします。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 先ほど次長が答えま

したように、私は現在太子町でいろんな形で

教育委員会、学校含めて安全対策をやっとん

ですけど、それを土台にしながら、やはりこ

の新しいことについては、まずその中身の徹

底というんか意識というんか、そういうもの

に取り組む学校側に研究さす勉強さす必要が

ある思います。その上で、今おっしゃいまし

たように決して悪いことでないんで、私の調

べたんでは、現在では世界で16カ国、日本で

は160のグループがある、８市以上が都市と

して宣言して取り上げてるというのも調べて

おります。ですから、そういうところも含め

て研究して、校園長会で方策を立てていきた

いと、そんなふうに思います。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 井村淳子議員。 

○井村淳子議員 ありがとうございました。

ぜひ、このＣＡＰプログラムをさらにいろん

な面で研究、検討していただきたいなと思い

ます。 

 あとは要望になりますが、全国で初めて葛

飾区でＣＡＰっていう事業が行われました

が、そこでの修了後の１カ月後のアンケート

では、いじめてくる友達に嫌だと言ったらや

めてくれた、けんかを余りしなくなった、自

信が持てるようになった、勇気がわいてきた

などと大変効果が上がっていることが分かっ

ています。また、お母さんからの回答の中に

も、自分も子供のころ虐待を受けていまし

た、このＣＡＰプログラムを身につけておけ

ば自分も防げたかもしれないと書いてありま

した。この太子町の現在行財政改革をしてい

る中、このように新しいことを取り入れるの

はなかなか難しい面もあると思いますが、当

局には積極的に調査研究していただき、また

取り組んでいただきたいことを要望しまして

私の一般質問を終わります。ありがとうござ

いました。 

○議長（北川嘉明） 以上で７番井村淳子議

員の一般質問は終わりました。 

 次、５番服部千秋議員。 

○服部千秋議員 ５番服部千秋、通告に従っ

て一般質問をさせていただきます。 

 １点目ですが、教職員が積極的に充実して
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職務を遂行できる職場をという点について質

問いたします。 

 ここ数年、教育現場では幼・小・中・高・

大を問わず、サービスを提供されている側か

らのクレームが増大しているように思われま

す。そのクレームや要望自体やその背景につ

いては、ここでは論議いたしません。今回の

質問の趣旨は、教職員が生き生きと働けてい

るかに的を当てて行います。 

 教職員が生き生きと職務を遂行すること、

そして生き生きと職務を遂行できる職場の状

況をつくることは、校長にとって極めて重要

な役割であると思います。また、それをつか

さどる教育委員会や教育長にとって極めて大

事なことであると思います。設備の充実も大

切であっても、何よりも現場で教職員がいか

に子供たちと向かい合って、充実して職務を

遂行できているかが教育にとっては大事であ

ります。 

 最近、必ずしも正しくないような、また保

護者の自分の立場から見ただけの幼稚園、小

学校、中学校や担任に対する要求やクレーム

が中にはあると思われます。その数が以前よ

り増してきているのではないかと思われま

す。最近のテレビの中でもそのような具体の

例が報じられていましたが、もちろん言うべ

きことを言っていただくことを否定するとい

う意味で申し上げているのではありません

が、失礼な言い方になるかもしれませんが、

保護者の方ももう少し考えていただきたいと

思われるような場合もあるのではないかと思

います。 

 このような中、先生方は精神的に疲れては

いないか。疲れないようにするための配慮、

学校経営を行っているか。仕事に疲れても、

それが心地よい疲れとしてこれからの職務に

生かされるよう教職員は心の中で解消できて

いるか。そのような視点を含めて教育委員会

は学校を指導監督しているかお尋ねします。

（もちろん、それ以外の視点も指導監督に当

たってはあるわけですが、今回はこの視点を

中心にしてお尋ねしています。） 

 もちろん、教職員側にも教育を受けておら

れる児童や保護者様に対する真摯な態度は必

要であり、そのことを否定するものではあり

ません。今回の質問の趣旨は、教職員に生き

生きと働いてもらうことは子供のためにな

る。そのために教育現場で教育委員会として

何か対応できることはないか。先生方の置か

れている状況に対して少しでもしてあげられ

ることはないかという趣旨でお尋ねしていま

す。 

 教職員がサービスを受けられる方々の立場

に立って職務を遂行しなければならないのは

もちろんのことです。これまで教育長や教育

委員会が何もしていないとか、やり方が生ぬ

るいとか責める趣旨で聞いておりません。教

職員が生き生き生きれるよう校長や教育長や

教育委員会は努めてほしいし、そのためにこ

うやりたいということをなかなか難しいかも

しれませんがお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 教職員をも見守ってあげながら温かく育て

てあげたい。教職員を育てることは教育の向

上につながり、そのような人材に町内で働い

てもらうことは町としての財産であり、子供

たちのためであり、地域のためであります。 

 お願いします。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 服部議員の教職員が

精神的に充実して職務を遂行できる職場づく

りを教育長として、あるいは校長としてどの

ように考えていけばいいかという点について

お尋ねだったと思います。 

 近年、学校に対する理不尽なクレーム、要

求、すなわちモンスターペアレントという問

題につきましては、太子町においても少なか

らず出てきております。このことが先生の精

神的な負担になっていることは往々にして存

在することではないかと思っとります。後で

数字を申し上げます。 

 教育委員会といたしまして指導いたしてお

りますことは、問題を一人で抱え込まず、学

校長初め管理職、主幹教諭、学年団、生徒指
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導など全体の問題として位置づけ対応するよ

う指導しております。このことを常日ごろか

ら私としては言い続けております。また、学

校に配置いたしておりますスクールカウンセ

ラー、本町は県からと町独自とがあります。

そのカウンセラーの積極的な活用も促してお

ります。 

 なお、法律的な問題が起きました点につき

ましては、顧問弁護士とも相談いたし、解決

に当たっております。 

 兵庫県におきましては、本年度は新たにす

べての教育事務所に教育相談窓口を設け、学

校への支援をやり始めております。相談体制

としましては、学校関係ＯＢ、それから警察

関係ＯＢ、それから福祉士、臨床心理士など

で構成する相談員を配置し、中立的、専門的

な立場から助言、指導が受けられるようにい

たしとります。 

 また、相談方法といたしましては、来所、

電話等による相談のほか、喫緊の場合の事案

については相談員が直接学校に出向き、学校

運営上や生徒指導上の問題等さまざまな事案

について、保護者からの苦情も含め、相談を

受けております。具体的なアドバイスをその

場で行う体制をつくっております。現在のと

ころ相談窓口の利用はございませんが、事案

発生にはできる限り早い対応を心がけ、教職

員の負担軽減と問題解決を図り、先生が児

童・生徒の教育に打ち込める環境づくりに努

めております。 

 ちなみに、どれくらいのそういうので病気

になってる先生あるいは精神的になってる先

生がいらっしゃるか申し上げます。普通疾患

の場合と精神疾患の場合とあります。小学校

では、普通疾患の場合は397人、そのうち西

播磨は26人。それから、中学校の場合は、普

通疾患の病気が265人、そのうち西播磨は

10人。それから、トータルしますと小・中合

わせて662人、それで西播磨ではそのうち

36人。次に、服部議員が心配なさってる、特

に精神的な疾患では、県では168人、そのう

ち西播磨は６人、これ小学校です、失礼。中

学校は122人、西播磨は現在のところありま

せん。県全体では精神疾患は290人、西播磨

は６人。全体で両方合わせてでは、精神疾患

と普通疾患と合わせてでは952人、そのうち

西播磨では42人の先生方がそういうことで、

特に精神疾患の場合の先生方はうつ的傾向

で、現在勤務はなされておりません。申し上

げますが、太子町では今のところゼロでござ

います。一人もありません。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 今、数字まで言っていただ

きまして、本町においては精神的な面でのケ

ースはないということでございましたが、私

もこの数字は事前に知っておりましたけど

も、これだけ多くの方が学校を先生が休んで

いるというような実態で、本当にぜひとも改

善して、今まで以上に頑張っていただきたい

ものだと思います。 

 特に、今先ほど教育長が言われました点

で、私もこの点大事だと思ってるんですが、

チームとして対応すること。従来ですと教員

の世界では、例えばどこかのクラスで何かが

あると、あの教員は指導力がないとか、そう

いうような雰囲気があった場合も見られま

す。しかしながら、いろんな問題が今起こっ

ております。そしてまた、自分一人の力だけ

では本当にみんな対応して指導できるかとい

うと、これはやはり学年団で協力したり、先

ほど今教育長が言われましたように、校長な

り教頭なり主幹教諭なり、そういった者がい

ろいろ協力することの必要性も言われまし

た。ですから、最近ちょっとずつ変わってい

るかもしれませんが、よそのクラスの子であ

ってもお互いが指導できるような雰囲気づく

りをぜひとも今後とも校園長会でも話をして

いただいて努めていただきたいと思っており

ます。 

 では、２点目についてお尋ねをいたしま

す。 

 小・中学校における主幹教諭制度をどのよ

うに機能させようとしているか。４月から主
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幹制度により主幹教諭が町内の小・中学校に

も存在します。主幹教諭の役割と４月来の実

態について伺います。 

 若い教諭によりよい教諭に育っていただく

ための役割を（学級経営や生徒指導、保護者

への接し方などの面で）主幹教諭に果たして

もらいたいと思うが、いかがでしょうか。 

 現在、主幹教諭の担当する職務として、そ

の内容は何担当として各小・中学校で発令し

ておられるか。その具体についてもお聞かせ

願いたいと思います。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 主幹制度は、この４

月から導入されたところということをまず最

初に申し上げときます。 

 これまでの学校組織は、校長、教頭のもと

に個々の先生がフラットな関係で授業や教育

指導を行う実態でございました。ところが、

近年学校に求められる機能、課題が多様化、

複雑化し、さまざまな教育課題に対して組織

的、機動的に対応していくことが求められて

おります。このようなことから、教員集団の

中のリーダーとして円滑な学校運営の推進や

教員の資質及び能力の向上など、学校運営、

教育活動などの中核的な役割を担う職として

主幹制度を設置されてきました。 

 太子町では平成19年度、小・中合わせて現

在16名の主幹教諭を登用しております。学校

運営や教育活動において、現場リーダーとし

て学校運営のコーディネート等や、あるいは

支援を行うとともに、新たな教育課題への対

応では、地域や関係機関との連携、業務の調

整、進行管理等の中核的役割を果たし、的確

に対応するようにしております。また、人材

育成支援や共同体制の確立においては、豊富

な知識や経験を若手教諭等に対して事業改善

や研修の支援、助言を行っているところでご

ざいます。これが主幹教諭の主な任務でござ

います。 

 そして、その実態ですけど、その点では現

在龍田小学校、斑鳩小学校に各１名。その任

務の内容は、教職員の育成、指導、調整担当

を斑鳩と龍田に置いております。続いて、太

田小学校では、若手教員育成担当、学年間連

携推進担当、特別支援教育推進担当、教育課

程推進担当、教職員研修担当の５名の主幹教

諭を置いております。石海小学校では、教職

員の育成指導担当、いわゆる若手の育成で

す。それから、学校運営の企画調整担当、学

校保健担当の３名を石海小には置いておりま

す。太子西中では、学校運営企画調整担当、

教職員の育成指導担当、これ新任の教員に対

してです。太子西中は２名の主幹を置いてお

ります。続いて、太子東中では、ＰＴＡ活動

推進担当、学習指導法推進担当、学年間連携

推進担当、特別支援教育推進担当の４名、そ

れをそれぞれ発令して、最初に申しましたよ

うに主幹は太子町では16名置いております。 

 なお、主幹教育に対しましては年間３回の

研修を義務づけられております。いずれにい

たしましても、導入初年度でございますの

で、いろんな面で課題もこれから出てくるの

ではないかと考えております。年度末には１

年間を総括して、この職が組織の中でどう生

かされるか、どう機能していくか検証し、次

年度へつなげていきたいと、こんなふうに考

えております。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 主幹制の運用状況について

調べてみますと、全国の状況ですが、本県で

は今年４月からなんですが、それより前にや

っているところもあります。それで、その職

名としては主幹総括教諭、主席とか、名前、

職名も異なっておりますし、それに対しての

期待される役割も全国の県や市によって若干

異なってる面もあるようでございます。 

 先ほど、今年度のことを総括して次年度に

つなげたいというご発言ですが、本町におい

てはこの主幹制度をどのような点に重点を置

いて今後進めようとされているか。私は、先

ほど来も出ておりましたが、教員をよりよい

教員として育てること、生徒指導の諸問題に

耐え得る教師をつくること、地域への対応に
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ついて配慮できる組織をつくること、教務上

の諸問題に対応できること等、ほかにもあり

ますが、こういった点に重点を当てていただ

きたいと考えますが、教育長はどのようにお

考えですか。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 今、服部議員がおっ

しゃったとおりでございます。そういう点に

やはり生かしていくのが働きやすい、先ほど

の精神疾患の先生方が増えてる中において、

やはりそういうふうにやっていかんと先生方

の特に横の連携がうまくいかなくなると思い

ます。組織として動くようにするためにも、

ぜひそういうふうにやっていきたいと思いま

す。その中でも３つに目的を絞っていきたい

思います。学校運営や教育活動のリーダーの

先生の体制づくりをやっていきたいと思いま

す。それから２つ目としましては、新たな教

育課題への対応をやっていきたいと思いま

す。これからまだいろいろと新しい問題が課

題が発生してくると思います。それから３つ

目といたしましては、人材育成支援、共同体

制の確立、こういう点で目的を持って、今服

部議員がおっしゃった方向でやっていきたい

と、そんなふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 この主幹制の身分について

お尋ねいたします。 

 例えば埼玉県では人事異動のたびに発令を

されています。東京都においては一たん発令

されると人事異動後もその職の身分を有する

というように、これも全国において一様では

ありません。本県、本町の状況についてお尋

ねします。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 兵庫県の場合は、例

えばＡという小学校で一度主幹に任命された

ら次の学校でもそれを継続するという形にな

っとります。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 その発令についてですが、

この主幹教諭を、これも全国によって違うん

ですが、本人の希望を出してもらって、そし

てそれに基づいて判断して発令しているとこ

ろと、本人にも聞かなくても、それも聞かな

くても任命しているという場合もあるんです

が、本県の場合はいかがですか。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） これは本県の場合は

本人の希望は一応聞きますが、それをもとに

して主幹を任命はいたしておりません。管理

職の方で必要とする人を、あるいはそれに該

当する適当な資質のある方を主幹にいたして

おります。それともう一つは、ゼロにならん

ように学校のバランスを考えております。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 本人が希望されなくてもな

られてる場合もあるんですか。 

○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 兵庫県におきまして

は、そうでございます。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 といいますのは、東京都に

おいては希望をとっておりまして、その希望

が少なくて、都の教育長が考えてるような人

数が集まらなくて、その条件をちょっと緩め

ようというような動きもあるのでお尋ねをい

たしました。 

 それで、今人数ですね、龍田が１人、斑鳩

が１人、太田が５人、石海が３人、太子西が

２人、太子東が４人ということで、この４月

から始まったので、人事異動のこともあって

このような人数に若干のばらつきもあるのだ

と思いますが、この主幹ということは法令

上、任意設置となっていると思います。した

がって、人数も何人置かなならんというよう

な決まりも恐らくないと思うんですが、どれ

ぐらいの人数が主幹になっていただいたらい

いと、この本町においてはなっていただいた

らいいと考えているか、もしその点ありまし

たらお願いします。 
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○議長（北川嘉明） 教育長。 

○教育長（圓尾哲一） 最初に申し上げま

す。県下全体では小・中合わせて836名で

す。本町は、そのうち小・中合わせて16。そ

れで、私の感じというんですか、あるいは町

村の教育長の中で話し合ったんでは、大体

10名から15名で１人でいいじゃないかと。た

だし、それが30名、40名、太田小みたいに

51名の職員になりますと、やはり10名に１人

ぐらい要るんやないかと、こんなふうに教育

長の中では話が出ておりました。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 こういうことをお尋ねしま

したのは、どういう職務を具体的に学校経営

の中でこの主幹に担当させるか。それから、

またマンモス校とか小さな学校とかいろんな

それぞれの学校の状況、またその置かれた状

況があると思います。ですから、その点も十

分今後考慮に入れていただいて、十分にこれ

が機能するようにという趣旨でお尋ねした次

第ですので、よろしくお願いいたします。 

 では、続きまして３点目の質問に移らせて

いただきます。 

 来年度から地籍調査の人員増を求めたいが

という点についてお尋ねいたします。 

 来年度から地籍調査事業を進めるべく進め

ているが、現在の人員は１名であり、ほかの

職務と兼任の状態であると当局は答えてきて

います。また、太子苑地図混乱解消に対して

も地籍調査事業を用いようとしていると当局

は答えてきています。しかし、現在の人員で

は、最初にやろうとしてる沖代部分でも今の

ペースでは数年かかるのではないでしょう

か。町内の地図混乱を解消するためにも、ま

た町内の土地の地籍がより早く正確に把握さ

れるためにも、私はこの任に当たる人員を最

低でも２名に、願わくばぜひ３名の体制にし

た方が仕事がスムーズに進むと考えておりま

す。１人では極めて困難だと考えておりま

す。ほかにも役場の当たるべき仕事がいろい

ろある中ではありますが、地籍調査に今年以

上に力を入れる、来年度から人員を増やすべ

きだと思いますが、この点いかがでしょう

か。 

 また、今後地籍調査を続行していく中、町

負担分の費用が継続的に必要であるわけです

が、その財源は大丈夫かという点についてお

尋ねいたします。太子町全域を行うと総経費

は幾らになるとお考えですか。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） お答えいたし

ます。 

 地籍調査事業ですか、これは来年度から実

施する予定でおります。その中で現在の準備

段階で人員を兼任というのは、当然その事業

がまだ始まっておりませんから兼任という立

場でございます。来年度から専任１人を割り

当てまして、その中でその今の産業経済課の

中で兼務者、もしくはそういう対応のことを

考えながら順次事業をやっていきたいと。 

 それで、平成20年の事業の規模でございま

すけども、約10ヘクタールを考えておりま

す。この10ヘクタールといいますのは、現在

街づくり課で事業しております揖保線の用地

測量の面積と同じぐらいでございまして、１

人の専任で、とりあえずあと応援部隊という

ことでいけるんではないかというふうには判

断いたしております。 

 それと、財源は大丈夫かというお尋ねでご

ざいますけども、この地籍調査事業につきま

しては、国が50％、県が25％、町が25％とい

う負担割合となっております。そのうち、町

の25％のうち80％が特別交付税扱いで歳入に

なるということでございます。ですから、実

質５％の負担ということになるというふうに

説明を受けております。 

 それと、経費、総事業費でございますけど

も、総事業費ベースで平地部だけを実施しま

すと、総事業費としましては約10億円。期間

は、途中から規模を面積を膨らませてやるこ

とによりまして若干短くなるかもしれません

けども、大体30年前後はかかるんではないか

というふうには考えております。 
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 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 今、総経費についてご説明

がありましたが、山林を入れると幾らになる

んですか。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） 山林の面積は

約７平方キロあるんですけども、それの試算

した資料は持ってきておりませんので、ちょ

っと分かりません。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 服部千秋議員。 

○服部千秋議員 平地で約10億円、その中で

町負担分が25％、そしてそのうち80％がまた

国から返ってくるということでございまし

た。ですから、全体的に見てもそれほど多く

の額ではないかと思いますので、必要な事業

であるので、ぜひ頑張って、早急に速度を上

げてやっていただきたいと思います。 

 また、県の県土整備部の公共事業予定地で

用地買収を予定している区域を地籍調査事業

を先行して行う場合には、公共事業の早期完

了及び費用軽減並びに地籍調査の進捗のアッ

プを図るため、県からの支援が得られ、実質

先に今部長が答えられた５％の分も、今申し

ました場合には県から支援されることもござ

いますので、これに絡められる部分が少しで

もありますならばこれも含めていただいて、

ぜひとも積極的に進めていただいて、この町

内の地籍混乱が解消し、末代にわたって町民

の皆様が困られることのないよう強く要望を

いたしておきます。よろしくお願いいたしま

す。 

 終わります。 

○議長（北川嘉明） 以上で５番服部千秋議

員の一般質問は終わりました。 

 次、14番桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 通告に従いまして一般質問

を行います。 

 まず最初に、１番の兵庫県の新行革プラン

への対応についてでありますが、この件につ

いては先の本会議でも他の議員から質問があ

ったところであります。県は先月の５日に新

行革のための行動改革指針、いわゆる新行革

プランの原案を発表しましたが、それを28日

に公表いたしました。その素案に今後の検討

課題を加えた推進方策案、また同時に県会の

行財政構造改革調査特別委員会にこれを示し

たと、こういうことについては報道のとおり

でありますが、このプランが太子町に与える

影響はどうかという点。また、暮らし、福

祉、医療、教育等、住民の暮らしに直結する

施策等の維持継続を求めることが肝要であり

ますし、これへの対応について伺いたいと思

います。 

 また、町行政に係る事務事業、補助負担等

の影響についての説明を求めたいと思いま

す。せんだっての質問の中で答弁されてる内

容は一応私もメモしたつもりでありますが、

全体が正しいかどうかがちょっと不安な面も

ございますので、一応の答弁。それから、県

がいわゆる県単事業でやっているものについ

ても本町には住民に影響が来るわけですか

ら、この点についての説明を加えていただく

こと。また、それらのことについてもあわせ

て説明を求めたいと思います。 

 それから、いわゆる今、県、市町で、実務

者会議で権限の移譲の分が33項目、役割分担

で16項目と、こういうふうにあるわけですけ

れども、あわせて権限が移譲される場合の財

源等と体制が問題になってまいります。そう

いう点と、それからそれを維持していくため

には町が単独でもという点では当然のことか

と思いますが、それらのことについて説明を

求めます。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） まず、県の行革

プランの対応ということでございますが、こ

の新行革プランが太子町に与える影響につい

ては、先日の熊谷議員さんの質問にお答えし

たとおり、金額にいたしまして合計で

2,927万9,000円という試算でございます。 

 今回、県の行革プランは市町及び住民の負

担増や事業の休廃止等の項目もありまして、
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その影響は小さくありません。町としまして

は第１次案の発表後、西播磨県民局長に対し

まして、老人医療費助成事業の見直し、乳幼

児等医療費助成事業の見直し、あわせまして

13項目についての意見書を提出いたしており

ました。しかしながら、その後県の方では本

町初め各市町、また県会各派の意見をもと

に、11月28日におきまして周知期間の設定と

か削減措置の緩和等の修正も講じられとると

ころでございます。 

 この行革プランの最終決定は平成20年の上

半期ということでありまして、町におきまし

ても引き続き県の情報を収集しながら、医療

福祉分野での見直しで町民に多大な影響が予

想される部分につきましては現行の助成制度

を維持していただけるような要望を切にお願

いしていきたいと思っております。 

 それと、それぞれの影響額の内容というこ

とでよろしいですか。 

（桜井公晴議員「はい」の声あり） 

 これも町長の方がお答えしましたが、まず

障害者小規模通所援護事業補助金、これにつ

きましては県の負担割合が現況の10分の３か

ら10分の２に下がるということでございまし

て、その影響額といたしましては101万

9,000円の減ということになります。通所者

にしましては現在18名でございますが、この

方につきましての直接影響ということはな

く、これは太子町の事業運営に影響があると

いうことでございます。 

 ２番目の重度心身障害者（児）介護手当支

給事業補助金、これにつきましては所得制限

で、障害老齢福祉年金支給基準から住民税非

課税世帯への変更ということになりまして、

あわせまして上限設定で年額が12万円から

10万円に変更になります。その影響としまし

て、対象人数が22名から５名に減るというこ

とでございます。その減った分につきまして

の金額が107万円ということでございます。 

 それと３番目に、市町ボランタリー活動支

援事業補助金でございますが、これは県の負

担割合が２分の１から３分の１に下がりま

す。これにつきましては、社会福祉協議会の

ボランティアコーディネーター１名の人件費

ということでございまして、町への影響額は

75万円の減でございます。 

 妊婦健康診査費補助金でございますが、今

まで県が10分の10ということでの全額を負担

しておりましたが、これの補助率が２分の１

に下がるということでございます。19年にお

きましての対象者は350人であったというこ

とで、それを基本に影響額を試算しましたら

252万3,000円の減となるということでござい

ます。 

 老人医療費助成事業につきましては、助成

対象を低所得者に重点化するために対象者の

見直しをするものでございます。住民税非課

税世帯で、世帯全員に所得がない階層に絞ら

れるということから、対象者の現行の780名

が80名に、約10分の１という程度になる見込

みでございます。その影響額といたしまして

は1,248万5,000円の減となります。 

 重度障害者医療費助成事業でございます

が、所得制限と一部負担金を見直すものであ

りまして、所得分布と19年５月分診療報酬か

ら推計いたしますと、主に一部負担金の見直

しによる影響が見込まれます。対象者は

235人で、ほとんど変わりはありません。町

への影響額といたしましては62万7,000円の

減でございます。 

 それと、母子家庭等医療費助成事業でござ

いますが、一部負担金の見直しと低所得者基

準の緩和を行うものでありまして、所得分布

並びに19年５月分診療報酬から推計いたしま

して、主に一部負担金の見直しによる影響が

見込まれます。対象者といたしましては

550人でございます。町の影響額といたしま

しては43万4,000円の減となります。 

 次に、乳幼児等医療費助成事業でございま

すが、所得制限、一部負担金の見直しと低所

得者基準の緩和を行うもので、同じく推計い

たしますと、所得制限見直しによる新たな被

該当者はマイナス１％、約30人に満たないも

のと見込まれます。対象者は3,420人と思わ
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れます。同様に、個人の一部負担金の見直し

の影響も見込まれております。町に与える影

響額といたしましては214万6,000円の減とな

ります。合わせまして、福祉関係では総額

2,105万4,000円の減という試算でございま

す。 

 次に、教育関係でございますが、スクール

アシスタント配置事業補助金でございます

が、スクールアシスタント配置事業は現在石

海小学校、太田小学校の２名配置しておりま

すが、現在賃金と費用弁償の２分の１が県補

助金で賄われておりますが、これが廃止とい

うことでございますので、その町の影響額と

いたしましては132万5,000円ということでご

ざいます。 

 それと、地域に学ぶトライやる・ウイーク

事業補助金でございますが、現在県が３分の

２、町が３分の１という補助割合でございま

すが、これが県町２分の１ずつということに

変わりまして、事業報告等の事務費関係で、

子供たちそのものには特に影響がございませ

んが、町に対する影響としましては80万円の

減額ということになります。教育関係では

212万5,000円の減額でございます。 

 そのほかとしまして、自治振興助成事業補

助金が競馬等の収益の落ち込みということ

で、これは県の表現では休止という言い方で

されておりますが、太子町におきましては

610万円入っておりましたのが改革後ゼロと

いうことでございますので、影響額といたし

まして610万円の減となります。全体的には

2,927万9,000円の減額でございます。 

 細かくは以上が現在把握しておる金額でご

ざいます。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 県市町実務者会議の

お尋ねでございます。これは直接は県いわく

リンクはしてないというようなことを言って

おりますが、新行革と密接な関係にあるとい

うふうに私どもも考えております。県と市町

の実務者会議といいますのは、議員ご存じだ

と思うんですが、いわゆる合併が進んだ中で

新しい自治体ができてきたということで、新

たなその41市町の中で、県と市町のあり方と

してどうだということで、有識者から成るご

意見いただいた中で、今現在県市町会議とい

うのがあるんですが、その下に県市町実務者

会議を立ち上げたところでございまして、そ

の中身がまさに行革とつながっているような

状況がもちろんございます。権限移譲のこ

と、役割分担のことにしてもそうですし、共

同処理、共同事業のあり方等についてという

ことで分科会分かれております。そういう意

味で、新行革の直接のご意見ということで

は、意見の申し開きというのは、要望といい

ますか再考お願いしたいというような趣旨に

ついては、西播磨県民局であったところで、

私が熊谷議員で答弁しましたような内容につ

いて申し上げたところでございます。 

 それから、権限移譲の絡みで密接にリンク

してるような感じがありますので、権限移譲

のとこで特に申し上げたいと思います。１つ

は、なぜかといいますと、実は全体会議１

回、２回ありました。９月ちょっと議会の初

日とか決算委員会等がありまして、私自身は

第１回のその趣旨の説明のときに全体では行

っただけで、それから役割分担とかについ

て、これも議会の絡みがありまして、実は企

画政策課長が出席いたしました。この中身に

ついては熊谷議員に答弁したとおりでござい

ます。 

 福祉事務所関係ですが、これについてはち

ょうど10月17日と11月26日にありまして、こ

れも熊谷議員に報告したところでございます

が、あえてその財源とか体制のことについて

もご質問ありましたので、これについては熊

谷議員にもご質問いただきましたが、やはり

権限移譲の中で一番大きなものが福祉事務所

を町でしてはどうかというのは、いわゆる学

識経験者のご意見でございます。それに基づ

いて県がどうだというような意見を求めてお

りますので、その中で財源については熊谷議

員に答弁申し上げたとおり、国の方は福祉事

務所は町に当たっては特別交付税で措置、
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県、市に当たっては普通交付税ということで

ございますので、今現在交付税自体がどんど

ん絞られてる状態で、不安定な特別交付税と

いうことであれば、とてもじゃないけど財源

的には難しいというのは、これは12町全員の

見解といいますか意見でございます。 

 それから、体制関係ですが、やはりこれは

人員的なことを考えますと、自立を決めたと

こと合併したところは、どうしても合併を決

めたところはやはり管理部門の不要と言った

ら悪いんですが、管理部門で余裕人員的には

やはりできておりますので、そういう意味で

可能ではないかというふうな、そういう体制

をつくっていくという。ただ、人材というこ

とで言えば、そういったケースワーカー等に

ついて、改めて研修する必要もありますし、

ある程度の経験が必要であろうというような

ことでございます。 

 それから、もう一つ出ておったのが、実は

効率からいって、これいわゆる行革とおかし

いんではないかというような意見も出ており

ます。といいますのが、こう振り分けること

によってそのケースワーカーが、例えば現在

健康福祉事務所でトータルで10人であったの

が、分けたために例えば12人になったり11人

になったりする可能性は十分出てきます。そ

の意味で効率性ではどうかというようなこと

が意見としては出ております。 

 それから、公平、公正ということからいう

と、その保護をする場合の生活保護等につい

て、客観的な県の公平、公正な立場でするの

が、各市町でバランスを欠くんではないかと

いうようなことも出ておりました。県と市町

の実務者会議で、私は福祉事務所関係で１

回、２回と入っておりましたので、先ほど熊

谷議員、あるいは今申し上げた状況でござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

 桜井議員、２問目に入るときに言うてくだ

さいね。 

○桜井公晴議員 ２問目に入らへんで、まだ

言わんのに。 

○議長（北川嘉明） どうぞ、続けてくださ

い。 

○桜井公晴議員 先ほど答弁がありまして、

私はこの県の行革っていうのは、あくまで名

前はこういうように行革したらええように言

っておりますけれども、これから具体に県会

ので決めてから具体化する、また県会に説明

して後パブリックコメントで県民の意見を聞

くと、こういうふうな形で新年度予算にも反

映するんだというようなことを言ってるわけ

ですけれども、これまでのものが特に夕張の

ようになるっていうようなおどしでこれまで

来ているわけですけれども、どこの自治体で

もこれが推進力になっているように思います

けれども、国も地方交付税の先ほどありまし

たように大幅なカットに続いて、今議会でも

問題になっております財政健全化法によっ

て、今後決まる財政指標をクリアできない場

合は今後より国の管理を強めると。これは９

月の定例会でも私が言ったとおりなんですけ

れども、こういうようなことになってきた

ら、いわゆる地方分権に逆行するようなこと

になるわけであります。もともと地方自治体

の借金の増加というのは、国の経済対策で地

方に公共事業を押しつけてきたことが原因で

あります。地方の借金問題で真っ先に問われ

なければならないのは、やはり国の本来の責

任だと思います。 

 また、兵庫県の場合はこんな説明をしてお

るのも住民にとっては迷惑な話と思うんです

が、国の方針が変わったので財政指標が悪く

なったと、こういうふうな説明をしているわ

けでありますけれども、国による地方自治体

の統制っていうのは先ほども言いましたよう

に大変なことであり、当面の対応としては借

金がしにくくなるというものではあると。ま

た、今後において国が地方を締めつけてくる

可能性もあるわけですから、それをやはり私

は住民とともにはね返す、こういう姿勢で太

子町も県に対し、また県も国に対してこうい

う立場で臨むと、こういうことが大切である
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と思うんですけれども、困る困るだけではな

しにしっかりとした、国に対し、また県に対

して対応していくことについて説明を求めま

す。 

 それから、今年度から廃止をしようとして

いる在宅老人介護手当支給事業とか、先ほど

ちょっと聞いたんですけども、これはつかん

でないんですかね。住民には対象が出てくる

わけですけれども、その対象、県単ていうこ

とでは長寿の祝い金関係もあるわけですけれ

ども、これらの対象についてはつかみ、町民

に影響することについてもあわせて説明を求

めたいと思います。これは前の町長の説明で

も抜けているし、先ほども聞いたんですけ

ど、これは抜けております。 

 再確認ですが、重度障害者医療費助成の件

では535人やったかね、235だけですかいね、

どっちかいね。 

 よう聞いといてくれな。もう言わへんで。 

 それから、先ほども権限移譲、体制の問題

で生活保護費の問題などが出てきているわけ

ですけれども、これは北九州市、福岡県で起

こったこともご案内のとおりでありまして、

全国で国が締めつけて生活保護を受給できな

いようにしてしまうと、こういうような、し

ない、できないように極力締めつけるという

ような形で、福岡の例は、お握りが食べたい

と言って亡くなった例、こういうことが全国

的に報道され、またその後においては福岡方

式が批判されると。この間も何かの番組でも

やっておりましたとおりであります。そうい

うようなことが、本町が具体にやっていくと

きにはそれらが伴ってくるし、大変なことで

ありますことと、先ほども副町長が答えてい

るように、交付税なんてものは特別交付税も

普通交付税もどうなるか分からへんと。ます

ますひどくなってくるような中で財源の手当

てもない。また、体制的にもしっかりとした

体制を組まないといけないわけですが、この

ことについてもしっかりやっていくこと、そ

れが必要であります。 

 それと、全体の中では2,927万9,000円の影

響と言うてるわけですけれども、これを町で

補完するていうことの姿勢が大事やと思いま

す。その点についてと、それから県が絡む医

療問題について、県の行革の中でいろいろ問

題があるけれども、県も町も少子化対策をそ

れぞれうたっているわけでありますが、いわ

ゆるここら辺の地方からでも産婦人科の産科

がなくなっていってると、そういう中で本当

に産むのに不安だというようなことがあるわ

けですけれども、医療に対する取り組みとい

うのは町も県も、県は一定の力があるわけで

すから県に対して、また国に対して全体的な

医療の充実っていう、いわゆる後退しよるわ

けですから、少なくとも歯どめをし、また充

実を図る、特にこの少子化対策をうたう中で

産科のなくなることについては声を大にして

町からも言わないといけないんじゃないか

と、この点についてもあわせて説明を求めま

す。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員の一般質

問の途中でありますが、この際暫時休憩しま

す。 

 再開は１時10分とします。 

（休憩 午後０時04分） 

（再開 午後１時09分） 

○議長（北川嘉明） 休憩前に引き続き一般

質問を続けます。 

 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 先ほど県の方の

数値を申し上げましたが、抜けてるところで

まず在宅老人介護手当支給事業につきまして

は、県の行革方針分としては事業廃止という

ことがうたわれております。幸いには太子町

につきましては在宅老人介護手当支給事業の

対象者が今年度はいなかったということもご

ざいまして、その特に影響は受けておりませ

ん。 

 それと、長寿祝い金支給事業でございます

が、これは100歳高齢者祝福事業とあわせま

して県の方は整理統合したいということで廃

止を打ち出されております。ちなみに太子町

におきましては18年度実績としまして、88歳
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高齢者対象者が63人、それと100歳高齢者が

５人でございます。19年におきましては88歳

高齢者が53名、それと100歳高齢者が１人と

いうことでありますが、これも県単独事業で

あるということで、金額的なものは直接町に

は影響はございません。 

 それと、重度障害者医療費助成事業の対象

者につきましては235名でございます。県の

行革素案に対しまして各市町や各団体から寄

せられましたこの意見を受けまして、福祉関

連事業などを中心に削減の緩和措置や周知期

間の確保などを挙げまして、11月28日に開催

されました県会の行財政構造改革調査特別委

員会の方に実施の先送りの可能性のある提示

をされております。今後そういった審議の状

況によりまして、先ほど申しました影響額全

体も変わる部分があろうかとございます。し

かし、町におきましては今後予算の編成の

中、また近隣のそういった状況を見据えなが

ら考えるべきとこは考えていきたいという考

えでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 ちょっと抜けとんのも説明

しよると時間がかかるから、また後々に追及

したいと思います。 

 医療問題だけはほんまに声を大にして、県

の関係もありますから言うべきやと思うんで

すが、いかがですか。産科がなくなって少子

化やて言いましたやろ。これも県行革の中で

は大変なことなんや。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 県の医療の問題とい

うことで今桜井議員お尋ねでございますが、

産科がなくなるということで、まさに太子町

でも今まで１医院がありましたが、産科は扱

ってないということも聞いていますので、そ

ういう意味では町、太子町だけをとらえても

やはりそういう切実な問題になってるという

ふうに考えております。医療に対する取り組

みを町としてどうだというご質問の趣旨だと

思います。そういう意味では幸いといいます

か、太子町の場合は近隣の姫路市とか近隣で

産科等についても十分な能力のあるところが

ございまして、太子町だけの問題としての取

り組みという形では今のところそこまで、産

科ということに考えればとらえていない状態

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 時間もなんですので、次に

移りたいと思います。 

 ２番目の質問は、太子町の新行政改革大綱

（第４次）（案）についてでありますが、町

は住民と議会に諮ることなく、太子町の第３

次の行政改革大綱と集中改革プランを策定い

たしまして、住民の暮らしに係る補助金の削

減、切り捨て、料金の引き上げ等を行ってい

るところであります。 

 そこで、第３次の行革大綱と集中改革プラ

ン実施の総括がやはり必要であると思いま

す。その総括を踏まえて、住民の暮らしを直

視して、水道料金の引き上げをもとに戻すな

ど、住民の暮らしを守る施策で今後に備える

べきであると考えます。計画等の策定には、

議会と住民の意見を聞くべきであると。対応

について伺います。 

 それから、また町長の住民と議会への説明

を含む対応姿勢についても伺いますが、これ

までに十分に住民への説明と議会への説明協

力、そういうことが必要だと思うんですが、

対応姿勢について伺います。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 住民の意見を聞

くべきであるということでございますが、現

在取り組みを推進しております第３次の太子

町新行革大綱及び同実施計画につきましては

案の段階で、町のホームページ及び地区公民

館に公表させていただきまして、意見募集を

行いました。そして、５名の方から67件とい

う意見を参考にさせていただきまして、その

後の行財政審議会の答申を踏まえまして第３

次は決定させていただいております。 

 町議会に対しましては、総務常任委員会で
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策定の状況等を報告させていただくととも

に、当時行財政審議会に町議会議員選出の代

表委員さんがおられましたので、議会代表と

して審議をいただいておりました。 

 また、その策定後につきましては、上半期

分及び年度分の町の行革に対する取り組み結

果を町の広報並びにホームページに公表し、

議員さんにも配付するようにしておりまし

た。 

 現在、計画の総括につきましては、計画の

空白期間をつくらないために、18年度末まで

の取り組み状況の検証を行いまして、完了し

た項目、それと継続して取り組む項目等をま

とめまして、太子町新行政改革大綱及び同実

施計画（案）に反映をしておるところでござ

います。 

 また、この計画期間を終えた段階で再度す

べての内容を検証しまして、その結果につき

ましても町のホームページを通じて公表する

予定としております。 

 現在策定を進めております第４次の行政改

革大綱及び実施計画につきましては、広報等

で周知をいたしまして、去る11月５日から

12月４日までの期間にパブリックコメント制

度に基づく意見募集を実施しております。終

わりましたんですが、結果につきましては町

の考え方も含めまして後日公表するという予

定をいたしております。 

 この意見募集に寄せられました意見を参考

にさせていただきまして再度見直しを行い、

取りまとめた案につきまして、常任委員会で

報告をさせていただくとともに、行財政審議

会に諮問をさせていただきたいという予定で

運んでおります。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 実は、先ほど県のことで言

いましたが、県は一応特別委員会に説明をし

て議会で決めるということになってるわけで

すね。町の場合はそうではありませんから私

は言っております。 

 これまで、町長のこの間の答弁でも、住民

と協働しながら推進してサービスが維持でき

るように取り組むと、幹部はもとより職員一

丸となって取り組みますという答弁したわけ

ですけれども、私はパブリックコメントで先

ほど説明がありますような11月５日から12月

４日までの意見を聞く、そういうことであり

ますが、これについても若干伺いたいと思い

ますが、今回の案についてのアクセスされた

住民の数、また寄せられた意見の数、主な意

見、それらの意見への対応の説明を求めたい

と思います。パブリックコメントで実際にこ

ういうものを利用できる者というたらわずか

でありますし、このような状況で住民をこれ

から拘束するような、また負担をさせるよう

なことがあってはなりませんので伺っており

ます。 

 それから、町長の住民と議会への説明を含

む対応姿勢という点では、これらの住民の負

担の伴うようなもの、またサービスに影響す

るようなものについては特に町の議会につい

て事前の連絡、調整をして、協働の条件をつ

くると、こういうことが大切だと思うんです

けれども、一向にやっぱり議会に対しては後

から後からになっているのが実態でありま

す。そういう点で、私は特に住民負担、そう

いう協働を主張する限りにおいては、また当

然でありますけれども、その代表機関である

議会にまず説明をして、議会の協力で対応す

べきであると思うんですが、その点どうか。 

 その姿勢として、これまで町長は忙しい忙

しいということで議会の委員会の出席をして

いないわけでありますが、これまで聞いてい

るのでは、付託案件審査には出席をされてす

ると、また現にされておりますけれども、所

管事務調査の委員会には出席しない、こうい

う実態について、こういう機会にこそいろい

ろ説明をするべきだと、このように考えま

す。忙しい場合でも業務の交通整理をして時

間をつくって議会への要請にこたえると、議

会の要請にこたえる、この姿勢が肝要かと思

いますが、いかがか。 

 また、場合によっては、副町長がおるわけ
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ですから副町長にすべての権限を委任する

と、こういうこともあり得ますけれども、そ

うなのかどうなのか。 

 それと、やはり町長も公人ですから、少な

くとも予定は公表するということが大切であ

りますが、その点どうかという点、説明を求

めたいと思います。 

 それから、議会との関係で、どうも軽々に

扱う嫌いがあるように私は思います。条例で

議会の議決を要すると定めた事項っていうの

は15あるわけですけれども、やはりそれ以外

に法律の第96条２項で、条例で議決事件とし

て決めない限り町は議会をそういう相手とし

て見ないと。車の両輪と言いながらそういう

ことかどうか、そういう考えかどうかを確認

しておきたいと思います。説明を求めます。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） まず、先に言わ

れましたパブリックコメントで寄せられた意

見ということでございますが、意見としまし

ては11件ございました。そのうち10件が図書

館に関する、指定管理者制度に基づく内容で

ございました。それと、あと一件は消費者モ

ニターに関する内容でございます。こういっ

たものを踏まえまして整理をさせていただい

ておるところでございます。 

 町の考えとしましては、１月の総務常任委

員会の方におきまして、そういった意見も踏

まえさせていただいた中で第４次の案を説明

をさせていただきたいというのが今の考えで

ございます。そして、そういったものをある

程度整理した中で次に行財政審議会に諮って

いきたいということを考えております。状況

としてはそういったところでございます。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） まず、後半ちょっと

議員の方がおっしゃった議会との関係という

ことで、96条の２項というようなことをおっ

しゃってるんですが、常任委員会のあり方と

いうことで、特定の議案ということの議会で

そう決められたものについてはという意味

で、96条の２項ではそうなってるということ

の趣旨を申し上げてるんですが、今の現在の

常任委員会としてそのあり方といいますか、

もう幅広くといいますか、余りにも幅広い中

でそういう議論がなされてるような気が正直

いたしております。何も私どもはその地方自

治法の96条で必ずという意味で言ってるわけ

ではないんですが、余りにも所管外の話もた

びたび出るような気が私はしております。常

任委員会の中でも、他の常任委員会で諮って

いただいた、諮るといいますか、その所管事

務の委員会がないんであればやむを得ないか

もしれませんが、そういったものにまで入ら

れるというようなこともありますので、そん

なんであればという趣旨で言ってますので、

議員おっしゃるようにやはり当局と、当局と

いいますか、私ども行政のこちら側に立って

る者と理事者側と議会とは車の両輪というこ

とをよく議員さん方もおっしゃってる方がい

らっしゃいます。私も当然そのとおりだと思

いますので、そういう意味では参画と協働の

時代、議員まさにおっしゃるように、参画と

いうのは住民ということからすれば、住民の

代表として選ばれている議員さんとそういっ

た協議していくということは十分必要だとい

うふうには思います。ただ、先ほどから申し

上げているとおり、本当の所管外の場合でも

何かもう関連というような形で私は出てるよ

うに感じております。そういうことであれ

ば、本来の常任委員会のあり方として、その

法に基づいた常任委員会というようなことで

きっちりしていただいた方がいいのではない

かという趣旨でございますので、ご理解を賜

りたいと、このように思います。 

 それから、行革の絡みでございますが、住

民負担ということで、いろんな意味でご負担

いただくということで、行革の中で住民の皆

さん方に負担をいただくということについて

議会の協力というのがもちろん当然必要でご

ざいますので、議員おっしゃるようなことに

ついては十分協議していきたいと思います。

ただ、県議会とはちょっと状況が違うという

ことは、これはもうあえて議員もおっしゃっ
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てるんだと思います。やはり県の場合は本当

に当該年度の歳入欠陥を起こす状況が来てい

るというような状況の中で今のことが言われ

ているというふうに私は判断いたしておりま

すので、ちょっと若干状況は違うのではない

かというふうに考えております。厳しいのは

間違いないところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 私は、町長が出て本来説明

をすべきことについては説明をすると、こう

いう姿勢に立つことが協働の条件だと思いま

す。それを言うとんですよ。ほいで、先ほど

も言うたように、副町長に一定のことを委任

しとんのはそれも結構と、そこら辺をはっき

り交通整理をした上で議会に対応するという

ことが当たり前だということと、やはり町長

自身は公人ですから、みずからの予定を公表

するということが必要かと思います。その点

についてもはっきりすべきだと思います。 

 それから、県との違いは確かにあるんです

けれども、後にこういうことで、例えば第３

次で決めております、あるいは集中改革プラ

ンで決めております、そういうことで全体的

には押しつけられているんです、実際は。だ

から、本来こういうように住民の負担を伴

い、住民の生活にかかわるようなことについ

ては議会にしっかりと協議にかけると、こう

いう姿勢が大事やと言うとんですよ。それを

96条に基づいて議決事件にしないと何にもし

ないのかというのを今確認したわけですわ。

だから、やはりその辺ところがはっきりしな

いといけないわけです。ほいで、例えば基本

構想でも一応はかかわることになっておりま

すけど、中はないんですよね。基本構想その

ものなんで、それだけでは実施計画等に、基

本計画にかかわるし、実施計画にかかわるわ

けですから、これらのことを議決事件に加え

ることも、今回の地方自治法改正の中ではこ

れらを加えても支障ないし、当然のことのよ

うに活性化の方策の中で出てるんですよ。だ

から、議会が手続を踏まないと町は何もしな

いのかという点ではっきりさせないといけな

いし、マスタープランについても町がやって

るわけですね。しかし、それは町民の暮らし

を、都市計画にかかわることを拘束するし、

今回の中では財源確保のところで都市計画税

の問題まで言及をしていて、19億円余りの効

果を上げようと、こういうようなことを計画

で出してるようでありますけど、それらすべ

てで、並びに使用料等の負担で財政基盤の確

立しようなんていうことがあるわけですから

大変なことなんです。だから、ここで確認を

しよるんで説明を求めます。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 先ほどちょっと私、

96条２項ということ、議員がおっしゃった議

決事件とはちょっと違う意味で所管のことを

申し上げまして、それについては訂正お願い

したいと思います。地方自治法の109条とい

うことでの常任委員会での、いわゆる議会の

議決により付議された特定の事件については

という意味での常任委員会を閉会中もこれを

審査することができるというようなことの、

いや、ちょっと私が申し上げたのは実はそれ

を言いたかった方で、96条の２項ということ

で私は申し上げておりません。だから、常任

委員会としてはこの109条に基づいて、本来

であればあると。ただ、これは議員がおっし

ゃってるように私どもも、先ほども申し上げ

ましたが、議員の方々は住民の方々に選ばれ

た人たちのいわゆる集合体といいますか合議

体、そして議決機関ということでございます

ので、そういう意味で、その議員の皆様方と

この行政とはやはり一緒に仕事をしていくと

いうことは、これは当然のことだと思います

ので、今回の行革に当たっては、まさにその

辺の住民の方々のご意見をいただくというと

ころでの必要性は高いというような判断をい

たしております。ただ、県がやっているのと

は、県の状況とは若干違うということを申し

上げただけでございますので、ご理解を賜り

たいと、このように思います。よろしくお願

いいたします。 
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（桜井公晴議員「町長のは、町長の件

は。委任を含めて説明すべきや言うと

んやから」の声あり） 

○議長（北川嘉明） 町長。 

○町長（首藤正弘） 先ほど来、副町長の方

から常任委員会のあり方ということで、我々

は109条に沿っての答弁をさせていただいて

おります。その中で私の出席等々の問題もお

っしゃっております。何分、今委員会を見て

みますと、朝から定例時刻を過ぎるまでとい

うようなこともございます。やはり私もいろ

いろと行事を持っており、また町民との応対

というようなこともございます。そうした中

で、今副町長、部長で対応をしていただいて

おるというところでございますので、私自身

は支障はないと、このように考えておりま

す。特に私の方からお願いする等々の件、ま

た特に必要であれば出席も日程調整し考えて

いきたいと、このように思います。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 それやっぱり議会っていう

ことで、車の両輪っていう中ではしっかり考

えていくべきやと思いますよ。 

 次に移ります。 

 第３の質問は給食のあり方についてであり

ますが、これは給食業務については先に給食

センター建設ありきではなくて、給食制度を

維持し、安心の給食を実施するためのあり方

を原点に立ち返って住民参加で練り直しが必

要だと、こういうふうに考えます。この点に

ついて当局の説明を求めます。 

○議長（北川嘉明） 教育次長。 

○教育次長（塚原二良） ご質問にお答えい

たします。 

 給食センターの建設についてでございま

す。このことにつきましては９月の定例議会

でもお答えをいたしましたが、昭和48年の給

食センターの建設当時にいろいろと議論され

て、共同調理センター方式が採用されて現在

に至っているところでございまして、またこ

の改築につきましても、その経緯のもと共同

調理センター方式の継続を前提に今年度基本

構想の策定に向けて進めているところでござ

います。したがいまして、今後この基本構想

の中で現状と課題、また施設規模の検討、建

設予定地の検討、また事業手法の検討などを

行ってまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 これも建設するとなればお

金がかかってくるわけでありますし、基本構

想、基本計画も練り直しせなあかんというよ

うなことを再三言うてるわけでありますが、

これに着手するというようなことのために既

に行われているような形と、それから今日の

ような厳しい財政事情にありまして、税の引

き上げ、あるいは料金の引き上げ、また補助

金の削減、切り捨て、住民負担を強めている

中で大型の公共事業に着手するということは

今後の町財政をも逼迫をさせるわけでありま

すから大変であります。そのための懸念が広

がってんのも事実であります。 

 そこで、私は前回にも申し上げております

ように、給食を維持するという点では大切だ

と思っていますが、それをどういう形でやる

かというたら、公営でやること、あるいは公

設で民営でやること、あるいは全面的に外部

委託でやること、それぞれあるわけでありま

すが、それぞれまた問題点があるけれども、

太子町の財政状況を踏まえて、合理的でまた

効果的な方式を選択するということが大切だ

と思うんですよ。そうでなかったら、ただ建

設がしたいということだけになってしまいま

すので、こういうことを伺っているわけであ

ります。民間委託にする場合でも、施設を建

設し、その償還を含めてメリット、デメリッ

トをしっかり見出して、そして効果がある方

法で給食を実施すると、こういうことが大切

だと思うんですが、そういう点の取り組みが

今欠けておると。議会っていうのはどこに位

置するんだという点でも同じことが、先の質

問と同じようなことが言えますので、重要事
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項については議会の議決が必要であるという

ことでないとしないのかということもあえて

また伺いたいと思います。 

○議長（北川嘉明） 教育次長。 

○教育次長（塚原二良） この原点に立ち返

ってということでございます。これにつきま

して、同じことになるわけでございますけど

も、これは単独方式、一番やり方としては単

独方式もあるし、センター方式もあると。こ

れは単独校の方式でしたら施設費、また運営

費が一番高いと。その中で太子町においては

センター方式を取り入れて効率的に運営して

いくということでございます。そして、その

中でもこのセンター方式、その建てるために

はＰＦＩという方式もございますんで、この

事業手法についても検討していくということ

でございますので、そういうことでよろしく

お願いします。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 さっぱり分からんわ。こ

れ、施設つくんのは町やけど、町の方から説

明求めます。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 先ほど次長から申し

上げたところでございますが、これも議決事

件にせなあかんのかというようなご指示でご

ざいますが、そういったかたい話ではなく

て、先ほど来申し上げてますように、議員と

私どもと一緒につくり上げていくということ

についての考えは、議員ももちろんそう思っ

ていらっしゃるでしょうし、私どもそういう

ふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 そういう思いがあったら、

これだけのことについてしっかりと議会にこ

ういうことでやりたいと具体的な相談があっ

て当たり前やと思うんやね。ないですよ。今

までにあったと思いません。常任委員会では

ちょっと説明がある程度で、これについてこ

ういうふうにしたいけれども議会はどう思い

ますかというようなことの協議じゃないん

や。説明なんや。聞かないと言わんと。こう

いうようなことがあるから私は言っとるんで

す。ほいで、金を使うものについては後の財

政負担もするわけですから、次長が答えたよ

うな単独方式を私今一言も言うてないわけで

すね、そんなことは。センター方式でやると

いうことが今問題なんですけども、センター

方式は全部公営ですべて運営するか、もしく

は公設民営でやるか、あるいは給食のあり方

としては全面的委託の方法もありますよと、

こういうようなことをしっかり整理をしてい

かないと、後々の負担も含めて給食を維持発

展させるということにはならないと、こうい

うことで私は言っとんですね。だから、その

辺ところはいかがか言うとんですよ。だか

ら、議決にしないと何にもあんたらはやらん

のかと言うとるわけです。 

○議長（北川嘉明） 町長。 

○町長（首藤正弘） 給食センターの件では

お答えしたいと思いますが、私自身も今教育

委員会へ指示をしておりますのが、一応セン

ター方式で考えてみようという中で、ＰＦＩ

方式をとるか、どういう方法が一番ベターか

というような検討をしていただいておるとこ

ろでございまして、おっしゃるとおり給食方

式には公設民営、また民間委託、そしてデリ

バリー等々、そうしたいろいろな方式がある

わけでございますが、その中で太子町がとる

方法、どれが一番いいかという点を教育委員

会の方でいろいろと数字的にも財政的にも考

えて検討してほしいということで今指示は出

しておるところでございます。やはり、そう

した採用する時点に来ますと、そうした内容

を報告申し上げ、最終的な議決を賜りたい

と、このように思います。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 また後々お尋ねいたしま

す。 

 それから、次の質問に移りたいと思いま

す。 

 ４番目の質問は、次年度の予算編成が今い
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ろいろ整理をされているところであります

が、既に一応議決を経たということで、水道

料金の引き上げについては、やはり私は今の

負担を考えると現行料金での運営を求めて再

見直しが必要であると、こういう声がありま

すのに、それにこたえるべきだと思います

が、いかがか。 

 また、次年度予算の編成については、無駄

を省いて暮らしを支援することを重点に編成

すべきであると思いますが、どういう編成方

針を持って今臨んでいるのか、対応について

伺います。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 次年度予算を今

作成中でございますが、主体的には予算の基

本方針としましては、限られた財源を優先度

の高い事業にまず充当していく。そして、厳

しい財政状況を職員一人ひとりが認識をして

いく。その中で住民サービスを継続していく

には、我慢すべきものは我慢する。また、後

年度の実施で可能なものは計画を見直す。そ

して、自治体の身の丈に合った事業を展開す

るという一つの基本方針の中で、基本的には

行財政改革を推進し、倹約予算を続行した中

での住民サービスの継続のための予算編成と

いうことを考えております。現在、各担当課

におきまして、来年度の予算編成に向けて事

業を進めているところでございます。来年の

３月議会に提案をさせていただくわけです

が、その折には議員各位のご理解を賜りたい

と思っております。 

 以上でございます。 

（桜井公晴議員「聞いたことにもうち

ょっと答えてくれ」の声あり） 

○議長（北川嘉明） 町長。 

○町長（首藤正弘） 新年度予算の編成につ

いては先ほど総務部長がご答弁したところで

ございますが、やはり今県の方でも大きな収

支不足というような現象が起きており、いろ

いろと改革がなされるところでございます

が、やはり我々本町にとりましてもそうした

ところは十分に見据えて、新年度予算を編成

しなければいけないと、このように考えてお

ります。慣例にとらわれず、やはり見直す点

はどんどん見直していかなければいけない

と、このように考えておるところでございま

すが、そうした中で前回の議会でご承認いた

だきましたこの水道料金の件でおっしゃって

おりますが、私ども私自身も今まで町民の皆

さんとお話しさせていただく中でご説明を申

し上げますと、26年間も上げてなかったんか

というようなこともおっしゃっていらっしゃ

います。やはり、ご相談、話をさせていただ

いた中では苦情は受けておりませんが、納得

していただいたというふうに考えておりま

す。やはり、私はこうした点は早い段階で手

を打っておかないと後年に大きなまた負担を

強いるようになってこようと、このように思

いますので、その点はご理解よろしくお願い

いたします。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 それはちょっとまた町長の

聞き方と私の聞き方との差があるんかも分か

りませんが、ほとんどの人たちは、それは困

る、26年上げようが上げまいが、それとは違

って、36も引き上げてるということについて

は怒り心頭に達しておられる人がたくさんお

られると、これ当たり前のことであります。

相次ぐ住民に負担が強いられるわけですか

ら、特に国の制度改悪によっての負担増、ま

た県の改革と称するところでの負担増、町の

同じく改革と称する負担増、これがこれまで

に負担がかぶさってきておりますし、またさ

らにこれに追い打ちをかけようとするのが実

態であります。住民生活はまさに疲弊しとる

わけです。さらなる負担にならないように、

行政経費の無駄を省くことに努めて、その財

源を福祉や医療、あるいは教育等、行政全般

にわたって住民生活を支えることに重点を置

くというのがもう基本的でないといけない

と、今は。だから、そういう点で、多分一律

カットなどはしないと思うんですけれども、

重点施策をしっかり持って、住民の暮らしを
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支えることが肝要だと。水道については、先

ほども言いましたように、もう何とか見直し

てほしいという声の方が私の方では強いから

言っとるんです。それだけ言っときたいと思

いますが、今聞いたことについては再度答え

てください。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 議員がおっしゃるよ

うに、住民の皆さん方の暮らしを守るという

ことは、これ一つの生活の安定といいます

か、もっと大きく言えばいわゆる生命を守る

というような、そういう意味では安全、安心

のまちづくりを太子町としては考えておりま

すので、議員おっしゃるとおりでございま

す。ただ、限られた財源の中でどういっため

り張りをきかすかということは、これは予算

編成ということを今現在担当課でやっとりま

すが、できるだけ議員のおっしゃるようなこ

とも、できるものであれば入れながら編成に

取り組みたいと思います。ただ、限られた予

算でございますので、やはりどういったとこ

ろまで入れるかどうかということについては

軽々には申し上げられない状況でございま

す。 

 以上でございます。 

（桜井公晴議員「何分あるんかいな」

の声あり） 

○議長（北川嘉明） 20分。 

（桜井公晴議員「えっ、20分ほどある

んやな」の声あり） 

 うん。 

 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 問題は先ほども言っており

ますような点で、給食のにしても具体になっ

てくると金がかかる、そういうようなことに

なりますし、水道料金については特にこれま

での問題と、それから東芝への供給見込みが

立たない。それから、その件に関しては、こ

れまでの答弁では、一応この新規の事業が根

づくように対応していると、こういうことで

一回は企業に申し入れをしたというふうに言

ってるわけですが、企業への申し入れという

のは基本的に言えば窓口はどこですかね、東

芝の。だから、東芝が具体に動くような窓口

と折衝をしていくようなこと大事やと思うん

ですけど、それに対して町長が単独で会われ

たのかどうなのかというのもしっかり伺って

おきたいと思います。 

 また、この水道の問題についても私は何で

こないこと言うかというのは、ある程度見込

んでいわゆる水源対策を行い、した以上は、

一定の社会的な責任ていうのも当然持ってい

ただくような対応。県はどない言うてるかと

いうたら、固定費は当然申し込んだ者が持て

と、こんなことで町に言うてるわけですね。

そういうことを含めて、町は独立した自治体

としてこれから必要なことをやっていくとい

うことが自主財源の確保にもなるし、また資

源の節減にもなる。そういうことから取り組

みが必要でありますし、このことが解決され

ますと一定の安定経営ができること。それか

ら、県の水を買わされることはやめないとい

けない。それは背に腹はかえられんというこ

とで、自立した自治体同士がしっかりと折衝

をして、必要のない水まで買わされることの

ないようにしないといけない。これで

5,000万円は浮くわけですからね、年間。そ

ういうことから、何ら引き上げる必要はない

じゃないかと。それから、クリプトについて

も、あの総事業費14億円かけて、それの効果

があったかどうかについては、先の上田議員

の質疑なんかでも出てきておりますように、

私もこれはほんまにいわゆる事業選択で失敗

をしとると、失政だというふうに私は思いま

す。そういう点で、これらの負担がかぶさっ

てきて水道料金に影響を与えてきてるという

こと。あるいは、工事については何回も言っ

ておりますように高値落札で、特に水道につ

いては議会にかからんことをええことにやっ

てきているということについては、本当にこ

の無駄な経費になってきたと、このように考

えます。それらの経費の節減の中に、値上げ

を必要としない、する必要がない。また、内

部留保の取り崩しも当然できると。こういう
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ことから今質問にしているようなことになっ

てきているわけですので、その辺のことに耳

をかすっていうのが一番大事やと。そして、

住民の暮らしを支えるのはそっから始まるん

だという立場でないといけないんで伺ってお

ります。その点どうですか。 

○議長（北川嘉明） 町長。 

○町長（首藤正弘） まず、議員さん恐らく

これ東芝のＳＥＤの工場誘致の件との兼ね合

いをおっしゃっておると思うんですが、私ど

も今お願いしておりますのは、秘書課を通じ

まして、総務部ですね、そして担当の今特に

半導体、フラッシュメモリーの話が浮上いた

しております。そうした関係での重役等に面

会を求めてお願いをいたしておるというとこ

ろでございまして、先の一般質問でもお答え

させていただきましたように、現在この事業

がどこに行くというようなつばぜり合いもな

されてないというのが現状でございますが、

しかしお互いこういう事業がまた近々発注さ

れるだろうと、建設されるだろうというよう

なところでお願いに行っておるというところ

でございまして、それもしょっちゅうしょっ

ちゅう行きましてもかえって逆効果が起きる

だろうということで、今のところは年に最低

１回、２回程度は出向かなければいけないな

というふうに思っておりますし、また知事の

方にもお願いし、そうした要請の方はお願い

してるところでございまして、そちら知事さ

んの方からもいろいろな情報は入ってきてお

ります。今、東芝さんとしてはあの用地をほ

かしておくことはないと十分に考えておりま

すが、そうかといって何をどの事業を持って

いくというようなことは言えないと、分から

ないということをおっしゃっております。そ

うした面は力を入れていきたいなと、このよ

うに思います。陳情も私一人で行くんではな

くして、今んところ議員さん、また商工会関

係の皆さんと協働して陳情に行くと、このよ

うに考えております。 

 それから、水道事業の件でございますが、

この件につきましては、私は今までもしＳＥ

Ｄが来れば多量の水を使っていただけるとい

う情報を得ておりました。しかし、来ていた

だくかどうか分からないというところで、も

う少し情勢を見ていく方がいいんではないか

ということで辛抱しておったところでござい

ますが、最終的にはこうした単価アップにつ

ながるというのは、これはもし工場が張りつ

けばそうでございますが、しかし我々はそう

したことは言っておられませんので、そうし

た対応はしっかり打っていかなければいけな

いと思いますので、ご理解のほどよろしくお

願いします。 

 それから、県水問題についてでございま

す。この件についても私が聞いておりますの

は、やはりこの播磨地域でも水が不足すると

いう事態が起きた中での対応というところ

で、特に姫路市さんが力を入れて、この県水

の源であります神谷ダムの建設が実現かなっ

たというところでございます。水に困ったと

きは県にお願いし、逆に要らなくなったか

ら、ああ、それではもう撤退させていただき

たいというのは、これはいかがなものかと、

このように思います。やはり応分の負担をし

ていく中でのお互いが共有する問題であろう

と。そして、今現在もまだ企業庁の方との折

衝は続けております。若干でも安い水を供給

していただきたいと。また、その受水数量、

それについても再度再検討をお願いしたいと

いうことで今も交渉を続けておるところでご

ざいます。そうした中でお互いが考え合わせ

なければいけないだろうと、このように考え

ておりますので、その点についてもご理解を

よろしくお願いします。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 私は需要予測を見間違っ

た、誤った、また右肩上がりの状況から違っ

てきたというのは神谷ダムでも県はもうやっ

てるわけですね。町も同じことです。東芝と

の関係はそうですから、このような影響を住

民に与えてしまう、そういうことはやめなき

ゃならないということと、県とはしっかりと
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やっぱり交渉をし、はっきりとさせるべきだ

と思うんです。その点は後々また追及させて

いただきます。 

 次に、５番目の入札契約制度の改善につい

てでありますが、これは本当に無駄を省く、

私はいろいろ説明があるけれども、これまで

の入札契約が余りにも業者寄りだというふう

に言われても過言でない、こういうようなこ

とがありますから言っております。契約の伴

う入札制度の改善への取り組みについてはし

っかりとやらないといけないと、こういうふ

うに考えますが、対応について説明を求めま

す。 

 それから、一般建設業の業者を特定建設業

と同じ扱いをしたこと、いわゆる建設業違反

に係ることなんですが、それへの対応と下水

道管の布設工事のやり直しをやったというこ

とが18年度の決算の中でも明らかになってい

るわけでありますが、これらを引き起こした

要因、原因の究明と再発防止並びに責任と責

任の所在がはっきり示されて今日に至るもな

いわけですね。これらのけじめがつかないと

いうことは一体どういうことなのか。その点

についてこの際説明を求めます。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） まず、契約に伴

う入札制度の改善でございますが、入札制度

の改善につきましては、平成19年４月より一

般競争入札の枠を拡大したところでございま

す。今後におきましても、入札制度検討委員

会におきまして継続した見直しの検討を図っ

ていきたいと考えております。 

 それと、一般建設業の業者と特定建設業と

同じ扱いにしたことの対応ということでござ

いますが、建設業法第３条第１項におきまし

て一般建設業と特定建設業の許可区分が定め

られておりますが、太子町に提出されました

工事施工計画及び下請負人等通知書の認識が

十分でなかったという点に起因した事案でご

ざいます。これにつきましては、その当時の

担当課長と担当者に厳重注意をいたしまし

て、またかかることのないような研修を８月

22日に技術職員の研修会を実施し、適正な事

務処理に努めるように徹底をいたしました。

今後におきましては、元請業者が特定建設業

の許可を得ているか否か、また建設業法等を

理解し、町の現場担当者がそういった問題意

識を持って徹底した確認を行っていきたいと

いうように考えております。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） それでは、下

水道の原因の究明ということで説明させてい

ただきます。 

 今回のこの件につきましては、町の監督が

指示しましたことにつきまして現地を確認せ

ずに実施してしまったといったことから発生

したことでございまして、それは17年度の指

示、それで結局使用できないといったことか

ら18年度にやり直しを行うということでござ

います。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 それは分かってん、今まで

の説明ですから。そんなことじゃないんや。

何でこういうことが起こると。実態、組織的

なもんも含めて、なぜ起こるんかと。そし

て、それに対しては単なる指示の違いとかと

いうことではないと思うんですね。ほいで、

この説明は業者と折半によって補うたと、こ

んなことになるわけですから、何でそないこ

とになるんやと、こういうことを含めて言っ

てるわけです。当然、責任の所在、また責任

ていうのは、しっかりけじめをつけるという

ことを私言うてるんや。けじめが何でつけら

れんのですかね。そういうことがはっきり行

われる必要があると思うんです。 

 先ほど４次の中を見てみましても、事務事

業の見直しで限られた財源の中で、新たな行

政課題や社会経済情勢の変化に的確に対応す

るため、事務事業について不断の見直しを進

め、緊急性等から優先順位を明確にし、効率

的な事業展開を図ります。また、住民サービ

スの向上の観点から、事務執行の迅速化、効

率化を図るとともに個人情報の取り扱いにつ
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いて云々とあります。その中で、事務の一つ

に事務の改善と効率化ということで、行政施

策の妥当性や有効性、効率性の評価を行う行

政評価システムを導入して事務事業の恒常的

な見直しを行います。２つ目に、入札制度に

ついては常に透明性を高める改善を行うとと

もに電子入札制度等の検討を行いますとうた

っているわけでありますが、先ほども言いま

したように18年度においては、ここで業者名

を挙げますと、扶蘇土木と大地建設、これは

２件ずつ契約をしているわけですね。一方は

特定建設業の許可でしかない、それと請負契

約をその後にも重ねていると。18年度当初に

住民の告発を受けながら調査措置をせず、そ

の後も入札に参加させ高値落札をやらせてお

ると。合わせて扶蘇土木については２件で

2,738万5,000円、それから大地建設について

は２件合わせて5,867万9,000円の契約をしと

るわけですね。両社ともに経営事項審査に係

る会社の決算が虚偽であった。司直の手が入

ったわけでありますが、ペナルティーを科し

て指名から外したり、町を欺いたわけですか

ら、はっきりとさせることをしないというと

ころに問題があると思うんです。 

 それからもう一つは、先ほど説明がありま

すような17年度の工事に対しても、やはりや

り直しというのは物すごい重症です。それが

折半で400万円、合わせて400万円の損失だと

すれば大変なことであります。町はそのうち

200万円を払ったというような形になるわけ

でありますが、何が原因だったかと、それも

はっきりとさせないと再発防止になりません

し、こういうことをやったらあくまでも責任

の所在と責任を明らかにすること、これ大事

ですし、あわせて、先ほどちょっと説明がご

ざいましたけれども、建設業法、雇用改善法

等に基づいた届け出というのは契約と同時に

出さないけんのです。だから、そういうこと

の中では特定建設業に係るものについてもは

っきり分かるんですね、意識さえあれば。意

識もせんとやっとったかどうかも問題であり

ますけど、それらのけじめをまずつけよと言

うとんです。つけた上で今後に備えると。当

たり前の話ですやんか。何でしないんです

か。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） こういう事例

が起こった原因でございますけども、これも

以前説明させていただいておりますけども、

やはり工事発注後に確認に行って現状を把握

したといったことからが原因ではないかとい

うふうには考えとります。ですから、コンサ

ルに設計委託した段階で当然ある程度の案が

出てきます。その時点でやはり問題が出そう

なとこについては現地を確認し、それも１人

ではなしに２人程度で確認して、その現地を

確認した上で設計に反映さすといったことが

今後は必要ではないかというふうには考えと

ります。 

 以上です。 

（桜井公晴議員「処分はいや。何かの

処分を。何にもせんから言うとんや。

けじめはつけられてへん、町の中で。

そう言うとんや。答えないか」の声あ

り） 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 先ほども申しま

したように、この太子町に提出されたこうい

う書類についての担当者の方のそういった知

識が欠けてたということもございました。し

たがいまして、町としましては、そういった

知識が欠けたことによる影響というのはかな

りございますので、当然に職員にそういう知

識を習得させて、今後かかることのないよう

な処置をするというのがまず第１番の条件で

ございます。したがいまして、そういったこ

とを行いまして、当時の担当者につきまして

は厳重口頭注意という処分を行っておりま

す。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 口頭処分で済んだら世話な

いですよ。それで、みんなそれぞれが連座し

とうから処分でけへんの違いますか。相談を
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受けとうから。やっぱりそこら辺がはっきり

しないからおかしいんですわ。担当者に厳重

注意したて、それはそれぞれ見るべき者が順

番に見るわけやから、それでしっかりと建設

業法についても、またもう一つは、前年度に

やったことのコンサルから来たものが検証が

ついてなかったと。そんな、むちゃくちゃで

っせ。もうほいで、松尾の人たちに聞いて

も、そんなん、そんなことが行われとったん

ということですわ。ほいで、それがみんな住

民につけ回しをされるんや、税金ですよ。も

うこんなことがはっきりしない。そやから、

担当者だけを責められへんはずです。行政は

全体的に組織でやっとんですから、あわせて

町が責任をとるということがなかったら何が

できますいな。担当者だけ、担当者が相談し

なかったらこんなもんできん問題ですわ。そ

れらを含めて整理をする。また経営事項審査

についても、私どもの求めに対して疑義が生

じた場合にはしっかり検証して対応するとい

うことについても当たり前のことをやらんか

ら言うとんですわ。何でしないんですか。説

明してください。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 私が先ほど言い

ましたのは、あくまで糸井の関係の話でござ

いまして、松尾につきまして責任云々という

ことではなく、あくまでも職員のそういう建

設業法という知識が欠けてたために起こった

と。それが明らかにされてきた。全体的に

は、その課長、上司である者がその当時分か

っていてしたかということではございませ

ん。あくまで書類をそのまま独自で保管して

たということに起因したものということで、

そういった建設業法の知識習得を技術者全員

に習得していただいて、そういう全体的な流

れを把握していただくと。そして、今後そう

いった間違いのないようなということでの研

修でございました。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） 先ほども言い

ましたように、要はコンサルが設計を上げて

きて、その図面上もしくはその現地見ながら

数人で協議して、いろいろと検討してるわけ

ですけども、その中で直っていく分もござい

ます。しかし、今回は松尾の件につきまして

はそこまで注意が至らなかったと。とりあえ

ずそういうことで今回のやり直し、またその

やり直したことに対しまして、要は策をした

ことに対して確認が不十分だったといったこ

とから発生したことで、先ほども総務部長が

言いましたように、契約関係等につきまして

はこの８月ですか、８月にそういう技術吏員

を集めた中で説明いたしとります。その後、

今現在技術吏員に対しまして、設計から完了

までの技術的なマニュアルをつくって、今後

も十分注意していくマニュアルを現在作成中

でございます。 

 以上です。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 あかんな。もう全然話にな

らんね。中の整理がつかんていうことは、町

全体の組織がおかしなっとるな。そんなこと

で、ちゃんとそれぞれの判この段階に応じた

責任を明確にせんからや。すべてですよ。こ

の２つの件はそうですよ。それにまつわるこ

とがほかにもあるから言うてるわけで、入札

に限ってはそういうことが必要だということ

についてきちっと答えない、何でかなと。こ

れはもう部長がやることでもないし、それは

もうトップがやること違いますか、これ整理

するというのは。それがないんじゃないです

か。はっきりしてください。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 総務部長と経済建設

部長から申し上げて十分伝わってないかもし

れませんが、これ常任委員会の中でも何回か

話も出ておりますので、いわゆる原因につい

ては先ほど来ちょっと申し上げているところ

です。一応システムとしてやはり問題点があ

るということで私ども、システムというか本

来の機能としてやらなければいけないのが抜

かっていたということです。というのが、担

当のレベルでの、例えば先ほどの下請人の関



－114－ 

係では様式等が課長までの決裁というような

感じになってましたので、その辺のところの

上までもちろん目が届かないような状況もご

ざいました。そういう意味でそういったこと

も改めていく必要がありますし、それからも

う一点は、いわゆるこれも決算でもご指摘い

ただきましたが、いわゆる決裁ですね、決裁

権限の絡みでの、これも十分な担当レベル

で、例えば100万円以上であっても、そうい

う変更の場合も取り組んでいたような事案で

ございますので、そういった決裁権限等につ

いても十分技術職員については当然知ってお

かなければならないことができておらなかっ

たということで、そういうことを十分研修し

て、今後そういうことが、こんなことが起き

ないように。私どもは、やはりこういった事

案が起きてもう本当に申しわけないと思って

ますが、これが二度と起きないようにするの

が今の最善の努めではないかというふうに考

えておりますので、先ほど経済建設部長が言

いましたように、財政担当の方では一度研修

いたしましたが、技術担当職員を集めてもう

一度詳しく研修する計画です。そして、こう

いったことが二度と起きないように職員とし

て努めてまいりたいと、このように考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 そういうふうに研修が不十

分で認識が甘かったと、そういうことができ

てなかったからこんなん起こったんや。ほや

けど、住民に損害与えてるんですよ、その結

果。ほいで、やっぱり建設業違反の者に請負

契約を結んどる、それ私言いよんです。それ

から、工事のやり直しも、常全の地先のこと

も前に言いました。それも含めて、こんなや

り直しを何回も繰り返されてだれも責任とら

なんだら、血税が積み込まれておるわけです

から、その責任をはっきりさせること。 

 それから、当たり前のことなんですが、建

設業法と雇用改善法ということが、これは改

正されてから施行されてるわけですよ。それ

ではきちっと出さなあかんのや。私なんかが

知っとうようなことが何で町のプロが知らん

と、知らんで逃げるんですかと、これ聞きた

いんですよ。逃げとうように私は思います。

知らぬ存ぜぬは通りませんで。 

 それから、特定建設業も一般建設業につい

ても、それは常識ですやん。その常識のこと

を何でやらんのかと。それの責任はだれもと

らん。一番悪いあり方ですよ、太子町のあり

方は。違いますか。 

○議長（北川嘉明） 経済建設部長。 

○経済建設部長（冨岡慎一） 先ほどのその

過失、手直しじゃなしに、17年度施行の間違

いを18年度でやり直したと、それに伴う費用

の折半の問題でございますけども、これにつ

きましては先ほども言いましたように、要は

指示した事項に対しまして町の職員、監督員

が十分確認してなかったということで、どち

らにも過失があるんではないかといったこと

からこういう結果になったということでござ

います。 

 以上でございます。 

（桜井公晴議員「いや、過失があんの

はええがいや、ええとで、あかんけ

ど。何をしたんかい。後のことを処理

が悪いやないか言うとんや、私は。だ

れか答えんかい。時間が……」の声あ

り） 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） したがいまし

て、そういった結果になるということは、技

術職員、職員全体でございますが、一般的な

町の行うべき姿勢のそういう業務のあり方に

つきましての知識が欠けてたというところに

問題が生じたということでございます。した

がいまして、そういったことのないような研

修を今後技術職員を集めてやらせていただく

ということでございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 私は、研修もせえでもええ

言うてへんねや。ちゃんとけじめつけえ言う

てるんや、もう判この段階ですべて。これ一
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つもしといへんやないか、どっちも。だか

ら、経営事項審査でも疑いがあるというて指

摘されたら、ちゃんと確認をして検証をして

対応すると、これ当たり前のことをしてない

と言うとんですよ。どうですか。そのことな

んですよ。 

○議長（北川嘉明） 総務部長。 

○総務部長（佐々木正人） 私も、その経営

審査事項につきましては、あくまで県の受理

によって、その写しを町に提出される。そう

いった問題が疑いがあるということを聞いた

だけで本当に町が動けるかどうかというのが

ちょっとまだそこら辺が明確にされてないと

ころでございまして、その間に入札が執行さ

れたということでございましたので、町とし

て本当にそういう、疑わしきは罰せずという

言葉もございますが、本当にそういった形で

やるべきかどうかというのはいまだもって疑

問に思っております。したがいまして、確証

があれば当然町としての動きは出てきます

が、今の段階で本当に町がすべきだったかど

うかといったところは疑問でございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 とにかく、だまし得になら

んように。ほいから、町はしっかりとその総

括をして、全体にやっぱりはっきり損害が起

こっとるわけですから、損害のあり方につい

てもはっきりさせてください。 

 次に移ります。何分。 

（「５分」の声あり） 

 ５分。まだあるな。 

 余りね、先のことで言うときますけど、技

術職員とかそれらがやばいやばい言うたらあ

きまへんで。幹部が悪いんや、もっとちゃん

とそういうことを。ほいで、けじめをつけん

から何回でもこんなことが起こるんや。中井

君のことから始まっとるやろ、この最近で

も。何で起こるんやと。それは内部からや

ね。今の内部告発やないけど、内部からきち

っと言えるようなシステム、仕組みにしとか

んから。違いますか。それらも含めて。ほい

で、ちゃんと段階ごとに、いわゆる職制の段

階ごとに責任を明確にすることを求めておき

たいと思います。それははっきり言うときま

す。 

 それから、次の後期高齢者の医療について

でありますが、この制度は75歳以上の人を後

期高齢者として他の世代から切り離して、負

担増と差別医療を押しつける制度であって、

本来やっぱり中止をすべきだと、私はそう思

いますし、町がこのことについてしっかり認

識しておれば、住民がこれらにかかわってく

るわけですから、こういう制度が一応は発足

をして、兵庫県でも連合の動きが出ておりま

す。しかし、全国的に見てもいろいろ見直し

のことも出てまいりまして、一部は先送りす

るような形にはなっておりますけれども、こ

の制度自体が、先ほども言いますように現役

世代と対立させるようなことであるし、また

使えば使うほどペナルティーが科せられるよ

うな負担が重くなり、その税負担も重くな

る。こういうようなことで、高齢者はうば捨

て山のように死ねというようなことになる制

度です。医療機関にしても、したくなくても

包括医療で上限を決めて、それ以上の医療行

為を行わない、こういうようなことになるん

で、金持ちはいいですけれども、貧乏人は皆

この中からはじき出される、こういうことに

なる制度であります。こういう点からやはり

中止を求めるっていうことが大事であります

し、またこの動きを町からも起こすというこ

とが大切だと思うんですが、対応について伺

います。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 後期高齢者の医療に

ついてのご質問にお答え申し上げます。 

 ご案内のように、我が国は高齢化の進行に

伴いまして、2006年度の国民医療費、予算ベ

ースでございますが、20年前の２倍の33兆

1,000億円というふうに聞いております。医

療保険を取り巻く財政は極めて厳しい状況に

ございます。 

 昨年６月の医療保険制度について、国民皆
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保険を堅持し、将来にわたり持続可能なもの

としていくため、医療費適正化の総合的な推

進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者の

再編、統合等、所要の措置を講ずる医療制度

改革関連法案が成立しまして、順次改正が行

われております。 

 この医療制度改革では、議員がおっしゃる

高齢者にちょっと負担が重いものになってい

るのは実情でございます。平成20年４月から

75歳以上の後期高齢者を対象とした新たな高

齢者医療制度の施行に向けて、広域連合と、

この広域連合を構成する県下41市町すべてが

協力提携して、後期高齢者医療制度の円滑な

運営に鋭意努力し、準備を進めております。

新たな制度改正時では常に期待と不安があり

ますが、法律の定めるところにより事務に取

り組んでいるところでございます。 

 将来の医療保険財政を考えるとき、国民に

負担を求め、高齢者にも給付と負担の観点か

らある程度の負担を求めていかざるを得ない

状況が今現時点であると考えております。増

え続ける医療費の実態を国民みずからが真剣

に考え認識して、毎日を健康で暮らしたいと

いう思いが一層強くなれば、日常生活にも気

をつけ、疾病予防にもつながるものと思って

おります。 

 後期高齢者医療制度の実施に当たりまして

は、全日本年金者組合兵庫県本部などから実

施の中止、撤回の要請がありますが、施行後

の課題等については広域連合と構成市町が協

議し、解決に努め、国県への要望について

は、兵庫県下41市町で構成する広域連合が最

善というふうに考えております。 

 後期高齢者医療制度の施行まで４カ月足ら

ずとなりましたが、この制度が円滑に運営で

きるよう、この制度の概要を来月号の「広報

たいし」で被保険者の皆様に周知し、理解を

求めていきたいと、このように考えていると

ころでございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 これは既に副町長はこの後

期高齢者医療連合の議員でもありますから、

その協議の渦中にあるわけですけれども、特

に今低所得者、いわゆる低年金者にも天引き

を行うっていう、年間18万円以上の者につい

ては天引きを行うような形になりますけれど

も、問題は75歳以上の後期高齢者というふう

にして、すべての高齢者を他の世代から切り

離すと、ここに一番大きな問題があるんで

す。それで、医療費の総額は確かに増えて

る。しかし、長年使った体はどっかで痛む。

ほいで、健康で暮らしていくのはみんな願い

は一緒です。病気になってどっかで倒れて医

者の世話になりたいと思ってる人は一人もい

ないと思います。だから、それはみんな願い

一緒ですから、そういう中でもそれぞれ健康

に留意しながらも医者にかからざるを得なく

なったとき、やっぱり早期発見、早期治療

で、できるだけそういうことに、臥床状態に

なったりしないようにすることも大切であり

ますので、これらのことについて本当に医者

にかかったらあかんかのように、かかれない

んですよ、実際これ、多分運営したらかかれ

ないですわ。ほんで、一方では介護保険でも

締め出しを食っているような状況があるわけ

ですから、療養型病床群も減ってきている。

そういうような減らそうとしている中での問

題点ですからね。いや、本当に、そちらに座

ってる人たちは金があるんだろうと思います

けど、私なんか貧乏人ですから、本当にこう

いうことになりますと、周りの者がそういう

ふうになっても困るし、こういうことはやら

せないようにする。一生懸命働いてきた者が

報われる社会こそ大事なんですよ。それをも

う医者にかかったらあんたらにペナルティー

科すぞと言わんばかりのこの後期高齢者医療

制度は百害あっても一利もないですよ。ほい

で、後期高齢者連合から物申すというんだっ

たらとことん物申して、住民が疲弊した生活

の中で医者にもかかれないような状況が来な

いように、全体的に対応するということは、

これはもうやめること、まずは。そういうこ

とが大事であると思うんです。そういう点で

私は伺っとるんです。全国の議会でもやはり
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これの見直しなどを求める意見書が出てきた

り、また広域連合からもいろんな意見が出て

んのに、余り政府が耳をかさん。だから、自

治体関係者同士やから公務員やから、結局は

協力させられるような状況が生まれとると。

そういう中で、これはできないですよという

ことを言わない限りだめだと思うんです。そ

の対応について再度伺います。 

○議長（北川嘉明） 副町長。 

○副町長（八幡儀則） 後期高齢者といいま

すか、75歳以上の方々が全員その保険に入る

わけなんです。議員おっしゃるように、気持

ちは私もこういった制度が本当にいいのかど

うかといったらおかしいんですけど、先ほど

おっしゃった、例えば18万円以上であれば特

別徴収というような方法になりますので、年

金が18万円、そのわずかなところからまだ、

いわゆる特徴と称して保険料をいただいてい

くという、そういう制度について非常に疑問

も感じるところあります。ただ、やはり国の

方で高齢者の医療の確保に関する法律という

ものでこの制度そのものができ上がっとりま

す。私どもとしては、議員がおっしゃること

は私も全部とは言いませんが、気持ちの上で

は十分分かります。ただ、そういった法律の

中で、今全国的に制度として広域連合で、都

道府県で対応するということになっとります

ので、現在のところは先ほど申し上げた広域

連合を通して国の方には要望といいますか、

そういったことは行動を、事実広域連合とし

ては、県に対しては10月19日に、厚生労働大

臣に対しては10月22日にそういう要請をして

いるというふうに聞いておりますので、広域

連合としてはそういった活動を、活動といい

ますか、議員のおっしゃる思いの中のことの

中で、できるだけ負担が少ないようなという

ようなことの要望活動は行っているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○議長（北川嘉明） 桜井公晴議員。 

○桜井公晴議員 終わります。 

○議長（北川嘉明） 以上で14番桜井公晴議

員の一般質問は終わりました。 

 これで一般質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。 

 次の本会議は12月11日午前10時から開催し

ます。 

 本日はこれで散会します。 

 ご苦労さまでした。 

（散会 午後２時30分） 

 

 

 


